
第３回青梅市障害者計画等検討委員会会議録

令和５年１１月２９日

午後２時～３時４０分

市役所 ２０６会議室

出席：吉池委員長、山下副委員長、朝長委員、島田委員、尾根委員、

宮崎委員、河邉委員、遠藤委員

欠席：馬場委員、村上委員、田中委員

１ 開 会

２ あいさつ

３ 議事

(1) 障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画の素案について

（資料１）

（事務局）資料１により、障害者計画部分を説明。マーカー部分は、第

２回委員会資料から修正している。基本理念と基本目標については、

第２回委員会での御意見を受け修正している。また、第３章の取組内

容は、地域福祉計画の取組内容に揃え、事業を追加・修正している。

（主な質疑・意見等）

・ノーマライゼーションという言葉は古いのではないか。（副委員長）

→総合長期計画に合わせてノーマライゼーションという言葉を使用

しているが、地域福祉総合計画として別の言葉に置き換えた方がいい

ということになれば、修正は可能である。今後の地域共生社会推進会

議での議論により修正の可否を決定したい。（事務局）

→最近は、インクルーシブという言葉を使うことが多いだろう。（委員

長）

・コミュニケーション手段の確保について、例えば市役所窓口に大き

な筆談用のメモを置いたり、職員があいさつ程度は手話でできるなど

対応方法が増えるといいと思う。（副委員長）

→計画の取組内容として、具体的な事例を載せることは難しいが、窓



口での多様な応対方法などという書き方で修正したい。（事務局）

・防災訓練の取組で、書き方が高齢者等となっているので、障がい者

を加えた方がいいのでは。（委員）

→地域福祉計画と合わせて修正する。（事務局）

・防災対策として、今後は防災訓練の際に避難行動要支援者名簿を活

用する方法や、障がい者の避難方法などを取り入れていくという理解

でよいのか。（委員）

・特別支援学校の防災訓練に、地域の障がい者等を参加させてほしい

という声が地元から届いている。今後は、学校も含めた地域ぐるみで

の対応が必要だろう。（委員長）

・要支援者を自治会で把握できていない問題に対して、うちの自治会

では高齢者を自治会員として把握して有事の際に対応するため、８０

歳以上は自治会費を免除して、在籍してもらっている。市内全域でそ

のような取組みが進めば、地域での要支援者の把握ができるようにな

るのではないか。（委員）

・入所施設と市で災害協定を結び、災害時には障がい者が施設に避難

できることになっているが、その情報が市民にあまり周知されていな

い。（副委員長）

→防災訓練や避難行動要支援者の支援について、担当課とは今後取組

みの詳細を調整し、来年度以降実施していくことになるが、計画の取

組指標としては、防災訓練に避難行動要支援者の要素を取り入れて実

施することを目標としている。地域福祉計画に具体的な実施方法は掲

載しないが、計画の実行に向けて計画年度の３か年で取り組んでいく

こととしたい。（事務局）

・虐待防止に関して、事業所において、虐待の防止は当然のこととし

て認識されているが、「不適切な支援」は発生してしまうことがある。

事業所での不適切な支援を減らすことが、虐待対策の一環として必要

だと考える。（副委員長）

→虐待防止の取組みに不適切な支援を追加する。（事務局）

・サービス提供の充実に関して、同時策定の介護保険事業計画では、

介護人材の確保を取組内容に挙げている。障害福祉サービスにおいて

も、どの事業所も人材の確保には苦労しているため、同様に人材の確

保を取組み内容に追加した方がいいのでは。（委員）



→サービス提供の充実の内容に、人材確保を追記する。（事務局）

（事務局）資料１により、障害福祉計画・障害児福祉計画部分を説明。

障害福祉計画・障害児福祉計画の内容は、厚生労働省の基本指針に則

して策定する。成果目標の数値やサービス事業量の見込値は、厚労省

の PDCA マニュアルにもとづいて、過去の実績値の変化率から算出す

るのが基本だが、令和４年度まではコロナ禍によるサービスの利用控

えが目立ち、一律に変化率を用いて算出することは適さないと考えて

いるため、今年度の実績見込みを精査し、計画年度を通して増傾向と

なるよう、今後も調整を加えたい。

（主な質疑・意見等）

・共同生活援助（グループホーム）は、重度の方が親亡き後を見据え

て入りたがっているが、受入れ可能な事業所に空きが無く入れないケ

ースが多い。そういった需要を考慮すると、利用者数はもっと伸びる

と思われる。（副委員長ほか）

→伸び数を増やすよう数値を調整する。（事務局）

・移動支援事業について、計画値が減傾向となっているが、実際は増

加するのではないか。（副委員長）

→今年度の見込みを含めた過去５年間で、コロナ禍の影響もあり、徐々

に減傾向となっているが、来年度からはコロナの影響を受けず増加に

転じると考えられるので、増傾向に修正する。（事務局）

・市内で固定級に通う知的障がい児と発達障がい児を合わせると、300

人近くいると言われている。この人数を考えると、保育所等訪問支援

などは、利用者がかなり伸びてくるのではないか。（副委員長）

→今年度までの変化率を精査し、見込量を増やす修正を加える。（事務

局）

(2) 障害者計画の評価指標（案）について （資料２）

（事務局）資料２により説明。障害者計画第３章の取組内容に対して、

担当課で達成のための取組指標を設定した。計画書では、巻末に資料

として掲載する予定。

（主な質疑・意見等）

・学校教育における心のバリアフリー化に関して、取組指標では数値



化できないものと区別されているが、例えば、学校において障がい当

事者の体験談などを出前授業したりなど、小中学校での学習機会を年

何回という形で目標に掲げることはできないか。以前は、ボランティ

アで学校などに出向いて、そういった学習会で講演をしたことがある

ので、機会はあると思われる。（委員）

→取組指標を回数表記できるか回答はできないが、担当課には御意見

をいただいた旨はお伝えする。（事務局）

(3) 今後のスケジュールについて （資料３）

（事務局）資料３により説明。１２月１５日より、地域福祉総合計画と

して、パブリックコメントを実施する。パブリックコメントの結果に

ついては、次回検討委員会にて報告する。

（質疑・意見等）

特になし

(4) その他

特になし

４ その他

(1) 次回の開催日程について （資料４）

第４回青梅市障害者計画等検討委員会

令和６年１月２３日（火）午前１０時～１１時３０分頃

青梅市役所 議会棟３階 第２委員会室
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音声コード 

第４編 障害者計画・障害福祉

計画・障害児福祉計画 
  

資料１
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音声コード 

第１章 障がい者・児福祉を取り巻く現状と課

題 

１ 計画策定の背景 

国では、障がいのある人も普通に暮らし、地域の一員としてともに生きる社会作りを目指し

て、障害福祉サービスをはじめとする障害保健福祉施策が推進されています。 

平成 25 年 4 月に障害者自立支援法を改正し、「障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が施行されました。平成 30 年 4 月には、障

害福祉サービスおよび障害児通所支援の拡充等を内容とする「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」が施行され、

「生活」と「就労」の一層の充実や障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応等を図

ることとしています。 

平成 26 年 1 月には、「私たちのことを、私たち抜きで決めないで」をスローガンとする国連

の「障害者の権利に関する条約」を批准しました。また、平成 28 年 4 月には、障がいの有無

によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現

に向け、障がいを理由とする差別の解消を推進することを目的とした「障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律」ならびに雇用の分野における障がい者に対する差別の禁止およ

び障がい者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）

を定める「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」が施行されました。 

そのほかにも、文化芸術活動を通じた障がい者の個性と能力の発揮及び社会参加の促進

を目的とした「障害者文化芸術推進法」や、障がいがあっても読書による文字・活字文化の恩

恵を受けられるようにするための「読書バリアフリー法」など、障がいの有無にかかわらず、

様々な形での社会参加や文化活動を支援するための法律が整備されています。 

また、令和３年９月には「医療的ケア児」の定義や、国や地方自治体が医療的ケア児の支援

を行う責務を負うことを初めて明記した「医療的ケア児支援法」が施行されました。 

さらに、令和４年５月には障がい者の情報の取得利用や意思疎通に関する施策を総合的に

推進する「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」が施行され、障害者

計画の策定や変更に当たっては同法の規定の趣旨を踏まえることとされました。 

青梅市では、「味わいのある人生を歩もう〜だれもがその人らしく暮らせる共生のまちづく

り〜」を基本理念として第５期障害者計画を策定するとともに、令和３年には第６期障害福祉

計画および第２期障害児福社計画を策定し、障害者施策、障害福祉施策を推進してきました。 

これらの計画のもとで、令和３年４月１日には、「障がいのある人も障がいのない人もその人

らしく暮らせる共生のまち青梅市条例」（差別解消条例）を施行し、さらにまた、令和５年６月３

０日には、「青梅市虐待・配偶者暴力の防止に関する条例」を施行しました。 

本計画は、これらの計画が令和５年度をもって終了することから、新たに令和６年度を初年

度とする障害者計画第６期・第８期障害福祉計画・第３期障害児福社計画を策定するもので

す。 
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音声コード 

２ 障がい者に関する統計の状況 

 

（１）身体障害 

身体障害者手帳所持者数は令和３年度まで減少傾向にありましたが、令和４年度はやや増

加しています。 

内訳をみると、聴覚・平衡機能障害、内部障害がやや増加傾向、そのほかは横ばいとなって

います。 

 

資料：行政報告書 

（２）知的障害 

愛の手帳所持者数は平成 30 年度以降増加傾向となっています。 

度数ごとの状況をみると、１度と３度は横ばいとなっており、２度と４度が増加しています。特

に４度は平成 30 年度から令和４年度にかけて 133 人の増加となっています。 

 

 
資料：行政報告書 
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音声コード 

（３）精神障害 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、平成 30 年度以降増加傾向となっています。 

級数ごとの状況をみると、２級と３級が大きく増加し、1 級は横ばいとなっています。 

 

 

資料：行政報告書 
 

（４）難病 

難病患者数は増減を繰り返して推移しており、令和 4 年度では、令和 3 年度と比較して 33

人増加し、平成 29 年度以降では高い水準の 1,725 人となっています。 

（単位：人） 

 
平成 29

年度 
平成 30

年度 
令和元 
年度 

令和２ 
年度 

令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

難病医療助
成対象者数 

1,742 1,494 1,579 1,507 1,692 1,725 

 

 

（５）障がい児の状況 

障がい児数は、令和３年度まで増加傾向にありましたが、令和４年度はやや減少しています。 

 

資料：行政報告書 
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音声コード 

３ 障害福祉サービスの実施状況 

（１）障害福祉サービスの実施状況（第６期障害福祉計画） 

・訪問系サービスでは、どのサービスの利用者数も計画年度中横ばいで推移しています。

どのサービスも伸びを見込んでいましたが、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う利

用控えにより、計画値より伸びが抑えられています。 

・日中活動系サービスでは、自立訓練（生活訓練）、就労継続支援（Ｂ型）は利用者数が大

きく伸び、計画値を上回っています。生活介護、就労継続支援（Ａ型）、就労定着支援に

ついては、増加を見込んでいましたが、途中年度から計画値を下回っています。 

・居住系サービスでは、共同生活援助（グループホーム）が大きく伸び、計画値を上回って

います。自立生活援助、施設入所支援については計画値を下回っています。 

・相談支援については、計画相談支援が大きく伸び、計画値を上回っています。地域定着

支援は実績がありませんでした。 

 

（２）地域生活支援事業の実施状況 

・相談支援事業、手話通訳者派遣は利用者が大きく伸び、計画値を上回っています。また、

日常生活用具費給付等事業、移動支援事業では計画値より伸びが少なく、計画値を下

回って推移しています。 

 

 

（３）障がい児向けサービスの実施状況（第２期障害児福祉計

画） 

・児童発達支援、放課後等デイサービスは利用者が大きく伸び、計画値を上回っています。

また、保育所等訪問支援は令和３年度まで実績がありませんでしたが、令和４年度以降

は計画値を上回っています。医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援について

は、実績がありませんでした。 
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音声コード 

４ 障害福祉施策の実施状況 

「第５期青梅市障害者計画」の進捗状況について、各事業の取組状況と担当課の自己評価

をもとにとりまとめを行いました。 

評価の実施にあたっては、各事業の取組状況（実行性）と、計画に定める推進施策への貢

献度の２つの観点から評価を行いました。 

施策ごとの集計結果は以下の通りです。「１-３ 自立支援の推進」では、実行性においてＡ

評価が他の施策と比較して多くなっています。また、「１-１ 共生社会の形成」（４）交流機会の

拡大については、新型コロナウイルス感染症の影響により、実行性はＣ評価が多くなっていま

す。 

 

 

 

  

施策

（１）ノーマライゼーションの推進

（２）ボランティア活動の促進
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（１）就労の促進

（２）経済的自立の支援

（３）住居の確保

（１）福祉のまちづくりの推進

（２）防災・防犯対策の充実
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A B C-1 C-2 D-1 D-2

各事業の取組状況（実行性） 

A：想定通り実施 

B：概ね想定通り実施 

C：実施にあたり課題があった 

D：実施できなかった 

 
推進施策への貢献度 

A：施策推進につながった 

B：概ね施策推進につながった 

C-1：あまり施策推進につながらなかった（別施策の推進に貢献） 

C-2：あまり施策推進につながらなかった（効果がそもそもなかった） 

D-1：実施が十分にできなかったが、効果があると考えられる 

D-2：実施が十分にできなかった、かつ、見直しが必要な状況 
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音声コード 

自己評価を点数化して算出した、施策ごとの平均点は以下のとおりです。 

実行性の平均値は 1.87 点、貢献度の平均値は 1.93 点となりました。実効性はコロナ禍に

よる制限の影響を受ける交流機会の拡大などで低くなっている項目があったほか、公共施設

の整備状況等により低くなっていました。 

 

基本目標ごとの主な取組の評価と課題は以下のとおりです。 

１-１ 共生社会の形成 
  知識の普及啓発、情報バリアフリーの推進に関する取組はおおむね計画通り実

施できた。一方、情報通信機器の進歩に対応した給付等についても対応を検討

していく必要がある。 

  ボランティア等の活動、スポーツ等の交流機会については、コロナ禍を経て柔

軟な実施様式等の検討を進めることが重要である。 

１-２ 生活支援の推進 
  障がい者サポートセンターに関し、情報提供や相談支援は計画通り実施できた

が、虐待防止センターとしての役割については通報機能にとどまっている。 

  地域における自立した生活に向けたサービスの提供について、グループホーム

の質の確保と、重度の身体障がい者を対象としたグループホームや生活介護事

業所の定員確保が課題となっている。 

１-３ 自立支援の推進 
  障害者就労支援センターにおいて、企業における障がい者雇用枠の充実、受け

入れ態勢の整備、新規開拓を行ったが、人員不足等により新規事業者の開拓が

遅れている。 

  市内事業所と公共の就労支援機関との連携した就労支援については、コロナ禍

により計画通りの実施ができなかった。 

１-４ 快適なまちづくりの推進 
  福祉のまちづくりに向けて公共施設等のバリアフリー化を進めているが、計画

期間中に対象となる施設整備はなかった。 

  防災対策の推進に向け、努力義務となった個別避難計画の作成推進が課題とな

っているほか、二次避難所の運営方法についても今後検討が必要である。 

 

  

施策 点

（１）ノーマライゼーションの推進

（２）ボランティア活動の促進

（３）学習・文化・スポーツ活動の振興

（４）交流機会の拡大

（１）情報提供・相談支援の充実

（２）障害福祉サービスの充実

（３）保健・医療の充実

（４）障害児支援の体制の確保

（５）切れ目のない支援体制の整備

（１）就労の促進

（２）経済的自立の支援

（３）住居の確保

（１）福祉のまちづくりの推進

（２）防災・防犯対策の充実
4

3

1

2

2.00

2.00

2.00

1.00

1.80

2.00

2.00

1.83

2.00

2.14

2.00

2.00

1.67

1.75

2.00

2.00

2.00

1.00

2.00

2.00

2.00

2.17

2.00

2.25

2.00

2.00

1.67

2.00

0.00 1.00 2.00 3.00

各事業の取組状況（実行性）

推進施策への貢献度
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音声コード 

５ アンケート調査結果の状況 

（１）調査の目的 

このアンケート調査は、障がいのある方の生活状況や必要とされているサービス、取組等を

お伺いし、「第６期青梅市障害者計画・第７期青梅市障害福祉計画・第３期青梅市障害児福祉

計画」策定の基礎資料として活用することを目的に実施しました。 

 

（２）調査概要 

◇調査対象者：身体障害者手帳、愛の手帳(療育手帳)、精神障害者保健福祉手帳、 

難病医療費助成受給者証をお持ちの市民 2,000 人（無作為抽出） 

◇調査期間：令和５年５月 12 日（金）～５月 29 日（月） 

◇調査方法：郵送配布・郵送回収による本人記入方式 

（３）回収結果 

◇配布数：2,000 件 

◇有効回収数：914 件 

◇有効回収率：45.7％ 

（４）図表の見方 

◇回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下

第２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を選

ぶ方式）であっても合計値が 100.0％にならない場合があります。このことは、本報告書内

の分析文、グラフ、表においても反映しています。 

◇複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択肢

ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が 100.0％

を超える場合があります。 

◇図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別

が困難なものです。 

◇図表中の「ｎ（number of cases）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定

条件に該当する人）を表しています。 

◇本文中の設問の選択肢は簡略化している場合があります。 

◇「その他」「不明・無回答」を除き、回答の高いもの第１位に網掛けをしています。 

◇それぞれの手帳所持者別にクロス集計をかけることで、身体障害者手帳所持者・愛の手帳

(療育手帳)所持者・精神障害者保健福祉手帳所持者・難病医療費助成受給者証所持者・

自立支援医療制度の利用者を別々に集計しています。手帳を重複して所持している方は

手帳ごとに計上されています。 
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音声コード 

（５）結果の概要 

問 あなたの現在の健康状態はいかがですか。（あてはまるすべての番号に○印） 

全体では「医院、病院に通院している」が 75.5％と最も高く、次いで「健康である」が

22.4％、「自宅で往診や訪問看護を受けている」が 6.1％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、いずれの区分においても「医院、病院に通院している」が最

も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 あなたのお住まいは、次のどれにあてはまりますか。（番号に○印を１つだけ） 

全体では「家族の持家（一戸建て住宅）」が 38.1％と最も高く、次いで「本人の持家（一戸

建て住宅）」が 19.6％、「民間賃貸アパート・マンション」が 13.2％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、いずれの区分においても「家族の持家（一戸建て住宅）」が最

も高くなっています。 

 

 

  

健
康
で
あ
る

医
院

、
病
院
に
通
院
し
て
い
る

自
宅
で
往
診
や
訪
問
看
護
を
受

け
て
い
る

入
院
し
て
い
る

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

    22.4   75 .5      6.1      2.2      2.3      1.9

 身体障害（n=572）     22.0   76 .2      6.8      1.9      3.0      1.7

 知的障害（n=219）     34.2   64 .8      6.4      1.4      3.7      1.8

 精神障害（n=135）     15.6   82 .2      8.9      3.0      0.7      2.2

 難病（n=165）      6.7   87 .3      6.1      3.6      1.2      1.8

 自立支援医療（n=192）     14.6   87 .5      9.9      1.0      2.1      1.6

単位：％

 全体（n=914）

障
害
種
別

本
人
の
持
家

（
一
戸
建
て
住
宅

）

本
人
の
持
家

（
マ
ン
シ

ョ
ン
等

）

家
族
の
持
家

（
一
戸
建
て
住
宅

）

家
族
の
持
家

（
マ
ン
シ

ョ
ン
等

）

借
家

民
間
賃
貸
ア
パ
ー

ト
・
マ
ン
シ

ョ
ン

公
社

、
公
団
賃
貸
住
宅

市
営

、
都
営
住
宅

社
宅

、
公
務
員
住
宅

福
祉
施
設

（
グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム
除
く

）

グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム
等
の
共
同
生
活
の
場

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

    19.6      4.8   38 .1      7.0      4.0     13.2      1.3      2.5      0.3      2.0      4.6      1.1      1.4

 身体障害（n=572）     21.9      5.9   39 .3      6.5      3.8     12.8      1.6      1.6      0.5      1.4      2.6      0.7      1.4

 知的障害（n=219）      2.3      1.8   49 .8      7.3      4.1      8.7       0.0      3.7       0.0      5.9     15.1      0.5      0.9

 精神障害（n=135）      9.6      3.0   30 .4      7.4      5.9     24.4      3.0      5.9       0.0      1.5      5.2      2.2      1.5

 難病（n=165）     31.5      6.1   36 .4      6.1      3.0     12.1      1.2      0.6       0.0       0.0      0.6      2.4       0.0

 自立支援医療（n=192）      9.9      3.6   33 .9      4.7      5.2     22.4      2.1      3.1       0.0      3.1      8.9      1.6      1.6

単位：％

 全体（n=914）

障
害
種
別



10 

音声コード 

問 「支援が必要」または「少し支援が必要」とお答えの方にお聞きします。あなた

を介護している方または支援している方は主にどなたですか。（番号に○印を１

つだけ） 

何らかの介助を必要とする方は 60.2％となっています。 

支援が必要な方を介護・支援している方は、「親」が 38.9％と最も高く、次いで「配偶者」が

22.9％、「グループホーム職員」が 6.4％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、難病では「配偶者」、その他の区分においては「親」が最も高

くなっています。 

 

 

 

 

 

問 障がいのある人が働くためには、どのような環境が必要だと思いますか。（あて

はまるすべての番号に○印） 

全体では「周囲が自分の障がいを理解してくれること」が 59.7％と最も高く、次いで「障が

いにあった仕事であること」が 45.1％、「勤務時間や日数を調整できること」が 38.2％となっ

ています。 

手帳の種類・診断別にみると、いずれの区分においても「周囲が自分の障がいを理解してく

れること」が最も高くなっています。 

 

 
  

配
偶
者

親 子
供

子
供
の
配
偶
者

兄
弟
姉
妹

そ
の
他
の
親
戚

近
所
の
人

、
友
人

、
知
人

ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー

入
所
施
設
職
員

グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム
職
員

介
護
者
は
い
な
い

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

    22.9   38 .9      5.5       0.0      2.0      0.4      0.5      2.2      3.8      6.4      4.2      3.1     10.2

 身体障害（n=328）     26.5   35 .1      6.7       0.0      1.8      0.3      0.6      2.7      3.7      4.0      4.6      1.8     12.2

 知的障害（n=194）      2.1   62 .4      0.5       0.0      1.0       0.0      0.5       0.0      7.2     15.5      1.5      2.1      7.2

 精神障害（n=94）     21.3   39 .4      3.2       0.0      1.1       0.0      2.1      2.1      4.3      4.3      7.4      6.4      8.5

 難病（n=71）   45 .1     16.9     11.3       0.0      4.2      1.4      1.4      2.8       0.0      2.8      4.2      2.8      7.0

 自立支援医療（n=133）     16.5   44 .4      2.3       0.0      1.5       0.0      1.5      1.5      3.0      9.0      6.0      6.0      8.3

単位：％

 全体（n=550）

障
害
種
別

周
囲
が
自
分
の
障
が
い
を
理
解

し
て
く
れ
る
こ
と

障
が
い
に
あ

っ
た
仕
事
で
あ
る

こ
と

勤
務
時
間
や
日
数
を
調
整
で
き

る
こ
と

職
場
に
良
き
指
導
者
や
先
輩
が

い
る
こ
と

通
勤
手
段
が
あ
る
こ
と

ジ

ョ
ブ
コ
ー

チ
等
の
制
度
が
あ

る
こ
と

賃
金
が
妥
当
で
あ
る
こ
と

通
院
等
を
会
社
等
が
保
障
し
て

く
れ
る
こ
と

勤
務
場
所
に
障
が
い
者
用
の
設

備
が
あ
る
こ
と

就
労
の
た
め
の
技
術
を
身
に
着

け
ら
れ
る
こ
と

自
宅
で
仕
事
が
で
き
る
環
境
で

あ
る
こ
と

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

  59 .7     45.1     38.2     35.2     33.0     22.4     30.2     25.9     23.6     19.5     18.4      3.4     23.9

 身体障害（n=572）   57 .0     43.0     35.1     29.7     31.1     18.2     28.5     25.5     25.0     16.6     18.4      3.7     26.4

 知的障害（n=219）   66 .7     53.9     32.9     48.9     37.9     32.0     31.1     24.7     26.9     25.1      8.2      5.0     16.9

 精神障害（n=135）   67 .4     52.6     51.1     44.4     39.3     29.6     40.0     31.9     20.0     22.2     23.0      4.4     16.3

 難病（n=165）   53 .3     37.6     41.2     30.9     32.7     18.8     27.3     24.8     23.6     17.6     17.0      0.6     32.7

 自立支援医療（n=192）   68 .8     56.3     46.4     43.2     39.6     30.2     37.5     31.8     21.9     24.0     20.8      3.6     15.6

単位：％

 全体（n=914）

障
害
種
別
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音声コード 

問 障害者総合支援法、児童福祉法の福祉サービスの今後の利用意向についてお答え

ください。（１～28までのそれぞれについて、１か２のどちらかの番号に○印） 

すべてのサービスで「利用したくない」が高くなっています。「利用したい」は[18.計画相談

支援・障害児相談支援]で27.1%と最も高く、次いで[8.短期入所][23.日中一時支援事業]

で 24.5%、[21.移動支援]で 23.4%となっています。 

■今後の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20.8 

16.1 

14.3 

18.8 

16.4 

20.1 

20.2 

24.5 

20.8 

22.1 

21.9 

18.2 

16.8 

19.5 

17.8 

17.7 

20.5 

51.9 

53.8 

54.3 

49.9 

52.0 

49.1 

49.0 

46.5 

49.7 

48.0 

47.6 

51.1 

52.4 

50.3 

51.0 

51.1 

48.8 

27.4 

30.1 

31.4 

31.3 

31.6 

30.7 

30.7 

29.0 

29.5 

29.9 

30.5 

30.7 

30.7 

30.2 

31.2 

31.2 

30.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.居宅介護（ホームヘルプ）

2.重度訪問介護

3.同行援護

4.行動援護

5.重度障害者等包括支援

6.生活介護

7.療養介護

8.短期入所

9.施設入所支援

10.自立訓練（機能訓練）

11.自立訓練（生活訓練）

12.就労移行支援

13.就労継続支援（Ａ型）

（雇用型）

14.就労継続支援（Ｂ型）

（非雇用型）

15.就労定着支援

16.自立生活援助

17.共同生活援助

（グループホーム）

全体（n=914）

利用したい 利用したくない 不明・無回答

介
護
給
付

訓
練
等
給
付

27.1 

15.5 

21.6 

23.4 

20.1 

24.5 

5.9 

6.1 

8.1 

5.3 

4.9 

40.7 

50.9 

46.3 

44.7 

47.5 

43.7 

54.6 

54.2 

50.4 

52.8 

52.7 

32.2 

33.6 

32.2 

31.8 

32.4 

31.8 

39.5 

39.7 

41.5 

41.9 

42.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18.計画相談支援・

障害児相談支援

19.地域移行支援

20.地域定着支援

21.移動支援

22.地域活動支援センター（青梅市

障がい者サポートセンター）

23.日中一時支援事業

24.児童発達支援

25.医療型児童発達支援

26.放課後等デイサービス

27.保育所等訪問支援

28.居宅訪問型児童発達支援

全体（n=914）

利用したい 利用したくない 不明・無回答

相
談
支
援
事
業

地
域
生
活
支
援
事
業

障
害
児
通
所
支
援
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音声コード 

問 あなたは、ふだん地域の方々とお付き合いがありますか。（番号に○印を１つだ

け） 

全体では「ある」が 42.7％、「ない」が 48.9％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、難病では「ある」、その他の区分においては「ない」が高くなっ

ています。 

 

 

問 ふだん地域の方々とお付き合いが「ない」方にお聞きします。あなたは、これか

ら地域の方々とお付き合いをしていきたいですか。（番号に○印を１つだけ） 

全体では「地域の方々とお付き合いをしたい」が 12.8％、「現状のままでよい」が 82.6％と

なっています。 

手帳の種類・診断別にみると、いずれの区分においても「現状のままでよい」が高くなってい

ます。 

 

 

 

42.7 

45.6 

36.5 

33.3 

45.5 

32.8 

48.9 

46.2 

54.3 

61.5 

44.8 

59.4 

8.4 

8.2 

9.1 

5.2 

9.7 

7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=914）

【障害種別】

身体障害（n=572）

知的障害（n=219）

精神障害（n=135）

難病（n=165）

自立支援医療

（n=192）

ある ない 不明・無回答

12.8 

13.3 

10.9 

9.6 

8.1 

9.6 

82.6 

82.2 

79.8 

84.3 

86.5 

86.0 

4.7 

4.5 

9.2 

6.0 

5.4 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=447）

【障害種別】

身体障害（n=264）

知的障害（n=119）

精神障害（n=83）

難病（n=74）

自立支援医療

（n=114）

地域の方々とお付き合いをしたい 現状のままでよい 不明・無回答
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音声コード 

問 あなたやあなたの家族は、日常生活の中で障がい者への差別や偏見を感じること

がありますか。（番号に○印を１つだけ） 

全体では「感じない」が 29.9％と最も高く、次いで「ほとんど感じない」が 24.3％、「時々

感じる」が 16.5％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、身体障害、難病では「感じない」、知的障害では「時々感じ

る」、精神障害、自立支援医療では「わからない」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

問 あなたは、何か困ったときに相談できるところはありますか。（番号に○印を１

つだけ） 

全体では「ある」が 70.4％、「ない」が 18.3％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、いずれの区分においても「ある」が高くなっています。 

 

 

 

 

 

4.3 

3.1 

6.4 

8.1 

1.8 

9.4 

16.5 

17.1 

30.1 

17.0 

9.7 

18.2 

24.3 

24.5 

16.4 

22.2 

27.3 

19.8 

29.9 

32.7 

21.0 

21.5 

33.9 

21.4 

15.3 

12.9 

16.9 

23.0 

15.2 

21.9 

9.7 

9.6 

9.1 

8.1 

12.1 

9.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=914）

【障害種別】

身体障害（n=572）

知的障害（n=219）

精神障害（n=135）

難病（n=165）

自立支援医療

（n=192）

常に感じる 時々感じる ほとんど感じない

感じない わからない 不明・無回答

70.4 

68.7 

80.4 

70.4 

63.6 

71.9 

18.3 

19.6 

8.2 

22.2 

22.4 

18.2 

11.4 

11.7 

11.4 

7.4 

13.9 

9.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=914）

【障害種別】

身体障害（n=572）

知的障害（n=219）

精神障害（n=135）

難病（n=165）

自立支援医療

（n=192）

ある ない 不明・無回答
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音声コード 

問 相談できるところがあると答えた方は、誰に相談しますか。（あてはまるすべて

の番号に○印） 

全体では「家族」が 79.8％と最も高く、次いで「市役所」が 27.8％、「友人」が 27.7％とな

っています。 

手帳の種類・診断別にみると、いずれの区分においても「家族」が最も高くなっています。 

 

 

問 あなたは地震や台風などの災害が発生した場合に、避難できますか。（番号に○

印を１つだけ） 

全体では「一人で避難できる」が 46.5％と最も高く、次いで「介助者(家族)がいれば避難

できる」が 39.1％、「介助者(家族)がいても避難は難しい」が 6.3％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、知的障害では「介助者(家族)がいれば避難できる」、その他

の区分においては「一人で避難できる」が最も高くなっています。 

 

 

  

家
族

友
人

相
談
支
援
事
業
所

市
役
所

職
場
の
人

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

  79.8     27.7     24.6     27.8     15.9     13.1       0.0

 身体障害（n=393）   83.5     29.0     21.9     29.8     16.0     11.7       0.0

 知的障害（n=176）   76.1     20.5     41.5     21.0     20.5     21.6       0.0

 精神障害（n=95）   63.2     29.5     35.8     36.8     11.6     20.0       0.0

 難病（n=105）   91.4     34.3     13.3     26.7     11.4      7.6       0.0

 自立支援医療（n=138）   63.0     24.6     37.0     33.3     10.9     21.7       0.0

単位：％

 全体（n=643）

障
害
種
別

46.5 

46.3 

20.5 

48.9 

58.8 

43.2 

39.1 

38.3 

64.4 

33.3 

26.7 

41.1 

6.3 

6.6 

6.4 

9.6 

4.8 

7.3 

8.1 

8.7 

8.7 

8.1 

9.7 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=914）

【障害種別】

身体障害（n=572）

知的障害（n=219）

精神障害（n=135）

難病（n=165）

自立支援医療

（n=192）

一人で避難できる 介助者(家族)がいれば避難できる

介助者(家族)がいても避難は難しい 不明・無回答
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音声コード 

問 あなたは、災害に対してどのような準備をしていますか。（あてはまるすべての

番号に○印） 

全体では「地域の避難場所や避難所を知っている」が 35.8％と最も高く、次いで「特に準

備はしていない」が 35.3％、「食糧や水などを備蓄している」が 29.5％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、身体障害、難病では「地域の避難場所や避難所を知ってい

る」、その他の区分においては「特に準備はしていない」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

問 今後、行政に特に力を入れてほしい障がい者福祉施策はどのような分野ですか。 

（特に重要だと思う番号に○印を３つまで） 

全体では「各種相談・情報提供の充実」が 44.5％と最も高く、次いで「介助、援助体制の充

実」が 31.8％、「非常時の緊急システムの充実」が 24.8％となっています。 

手帳の種類・診断別にみると、いずれの区分においても「各種相談・情報提供の充実」が最

も高くなっています。 

 

 

  

手
助
け
を
し
て
く
れ
る
人
を
頼
ん
で
い
る

「

避
難
行
動
要
援
護
者
制
度

」
の
名
簿
提
供

に
同
意
し
て
い
る

地
域
の
避
難
場
所
や
避
難
所
を
知

っ
て
い
る

家
族
や
支
援
者
と
避
難
方
法
を
決
め
て
い
る

食
糧
や
水
な
ど
を
備
蓄
し
て
い
る

避
難
し
た
と
き
に
必
要
な
薬

、
医
療
機
器

、

補
装
具
等
の
日
常
生
活
用
具
等
す
ぐ
持
ち
出

せ
る
よ
う
に
準
備
し
て
い
る

「

ヘ
ル
プ
カ
ー
ド

」
を
利
用
し
て
い
る

特
に
準
備
は
し
て
い
な
い

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

     8.0      7.0   35 .8     15.8     29.5     17.1      6.7     35.3      2.1      8.6

 身体障害（n=572）      7.7      9.4   36 .7     14.0     31.3     17.1      6.1     33.9      1.6      9.6

 知的障害（n=219）     16.0     11.4     25.6     21.9     21.0     12.8     11.4   32 .9      2.3      9.6

 精神障害（n=135）      7.4      2.2     31.1     17.8     24.4     16.3      9.6   42 .2      3.7      7.4

 難病（n=165）      6.7      3.6   40 .6     13.9     38.2     20.6      4.2     33.3      1.8      9.7

 自立支援医療（n=192）      9.4      4.7     29.7     19.3     30.2     19.3     13.5   37 .5      3.1      6.8

単位：％

 全体（n=914）

障
害
種
別

各
種
相
談
・
情
報
提
供
の
充
実

介
助

、
援
助
体
制
の
充
実

グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム
等
の
住
宅
施
策
の
推
進

就
労
支
援
事
業
所
な
ど
福
祉
的
就
労
の
場

の
拡
充

一
般
就
労
の
援
助

、
就
労
の
場
の
確
保

非
常
時
の
緊
急
シ
ス
テ
ム
の
充
実

障
が
い
児
教
育
の
充
実

文
化

、
ス
ポ
ー

ツ
等
の
活
動
へ
の
支
援

障
が
い
者
差
別
解
消
に
向
け
た
理
解
促
進

お
よ
び
啓
発

障
が
い
者
等
に
配
慮
し
た
バ
リ
ア
フ
リ
ー

の
推
進

ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
等
の
充
実

そ
の
他

不
明
・
無
回
答

  44 .5     31.8     16.0     18.1     22.9     24.8      8.0      8.1     21.2     21.4      8.4      3.7     15.0

 身体障害（n=572）   42 .8     33.0     12.9     13.6     20.1     25.7      5.9      7.0     18.4     26.6      7.7      4.2     17.0

 知的障害（n=219）   41 .6     29.7     32.0     30.1     21.9     23.3     13.2     12.8     28.3     17.8      9.6      5.0     11.0

 精神障害（n=135）   41 .5     20.0     16.3     25.2     32.6     13.3      8.1      8.1     28.1     12.6      9.6      5.2     14.8

 難病（n=165）   49 .1     38.8     10.3     12.7     21.8     29.1      6.1      7.9     17.0     25.5      8.5      2.4     13.3

 自立支援医療（n=192）   45 .8     26.6     21.9     24.0     27.6     20.3      8.3      9.9     29.2     12.5      9.4      4.7     11.5

単位：％

 全体（n=914）

障
害
種
別
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音声コード 

第２章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

インクルーシブ社会が実現するまち 

～違いを認め合い、その人らしく暮らせる共生のまち 青梅～ 

 

 

○障がいの有無にかかわらず、その人らしく、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることが

できる地域共生社会の形成を図ることが重要です。 

○本市においては、障がいに対する理解促進、療育・教育の支援、就労支援等に取り組むとと

もに、障害福祉サービスの基盤整備を推進してきました。さらに、令和３年には、「障がいの

ある人も障がいのない人もその人らしく暮らせる共生のまち青梅市条例（青梅市差別解消

条例）」を制定し、障がいのある人も障がいのない人も同じ地域社会の一員として、互いに

尊重し合い、支え合いながら、いつまでも安全に、安心して心豊かに暮らせる青梅市を目

指して、取組を進めます。 

 

 

２ 基本目標 

基本目標１ 障がいに対する理解促進・差別解消 

各種啓発や意思疎通の支援を通じて障がいに対する理解促進・差別解消を進めるとともに、

ボランティア活動の支援、福祉のまちづくりの推進など、心と社会のバリアフリー化を進めます。 

また、障がいのある方が状況に応じた支援を受けることができるよう、防災・防犯対策を推

進します。 

基本目標２ 生活支援・サービス・相談支援体制の充実 

障がい者のための拠点施設である青梅市障がい者サポートセンターの充実と基幹相談支

援センターの設置により、相談支援体制を充実させるとともに、虐待防止をはじめとした障が

い者の権利擁護に努め、経済的自立や住居確保の支援を行うことにより、地域生活の実現に

向けた取組を推進し、ます。 

また、一人ひとりの障害特性や生活状況に応じて必要な支援を受けることができるよう、福

祉サービスの提供に努めるとともに、障がいのある方に適切な保健・医療を提供できる体制

を整備します。 

基本目標３ 障害特性に応じた療育・教育 

児童発達支援センターの設置をはじめとした、障がい児一人ひとりの障害特性に合わせた

療育、教育により、障がいを重度化させない支援を推進するとともに、サービス利用や就学相

談など、相談支援を受けとめる体制の充実に取り組みます。 

また、誰も取り残すことのない支援を提供できるよう、療育ネットワークの構築と保護者等

に向けた支援を推進し、切れ目のない支援体制を整備します。 
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音声コード 

基本目標４ 就労支援・居場所づくりの推進 

生きがいづくりや社会参加を促進するため、文化・スポーツ活動への参加、地域における交

流機会づくりを推進するとともに、経済的自立や地域生活の実現のため、関係機関や事業者

と連携した就労支援に取り組みます。 
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音声コード 

第３章 取組内容 

基本目標１ 障がいに対する理解促進・差別解消 

 

施策の方針 施策 

（１）ノーマライゼーションの推進 ア 普及啓発 

イ 情報バリアフリーの促進 

ウ 意思疎通支援の充実 

（2）ボランティア活動の促進 ア 学校教育における福祉ボランティア活動等の

取組 

イ ボランティア・市民活動センターの拡充 

ウ ＮＰＯ法人、ボランティア団体の活動支援 

（3）福祉のまちづくりの推進 ア 公共施設のユニバーサルデザイン化の推進 

イ 住宅のバリアフリー化の促進 

ウ 公共交通機関のバリアフリー化の促進 

エ 心のバリアフリー 

（４）防災・防犯対策の充実 ア 防災対策の推進 

イ 見守り・防犯対策の推進 

 

 

 

 

（１）ノーマライゼーションの推進 

障がいのある方への理解促進のため、知識の普及啓発、情報格差縮小に向けた取組を進

めます。 

 

《施策》 

ア 普及啓発 

事業名 取組内容 主担当課 

障がいに関

する知識の

普及啓発 

市の広報紙、ホームページなど多様な媒体や機会

等を活用して、障がいに関する正しい知識の普及

啓発を行います。 

障がい者福祉課 

 

ノ ー マ ラ イ

ゼーション

理念と福祉

意識の啓発 

障がいのある人もない人も、地域の中で共に生き

ていくことができる社会を目指し、ノーマライゼー

ション理念の理解促進に努めます。（地域福祉計画

基本目標１-（１）-②の再掲） 

地域福祉課 

障がい者福祉課 

障害者差別

解消条例の

周知 

「障がいのある人も障がいのない人もその人らし

く暮らせる共生のまち青梅市条例」にもとづき、障

がいのある人の権利擁護等にかかる理念を浸透

させ、障がいのある人に対する差別や偏見のない

社会、共に社会の一員として、心豊かに暮らせる

まちの実現に努めます。（地域福祉計画基本目標１

-（１）-②の再掲） 

障がい者福祉課 

 

イ 情報バリアフリーの促進 

事業名 取組内容 主担当課 

情報伝達手

段の充実 

情報格差の縮小に努め、情報伝達手段の充実など

情報利用の円滑化を促進し、障がいのある方のコ

ミュニケーションを広げ、自立と社会参加を支援し

ていきます。 

秘書広報課 

障がい者福祉課 

 

情報機器の

活用促進 

年齢や障害の有無に関係なく、全ての市民が同じ

ように情報機器を活用して、情報収集や活用など

ができるよう、学習機会の周知、音声コードの普

及等に努めます。（地域福祉計画基本目標３-（３）-

①の再掲） 

障がい者福祉課 
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音声コード 

ウ 意思疎通支援の充実 

事業名 取組内容 主担当課 

多様なコミ

ュニケーシ

ョンの手段

の確保 

「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション

施策推進法」の理念に則り、視覚や聴覚等に障が

いのある方への手話、要約筆記、点字などを活用

したコミュニケーション手段の確保や、重度の言語

機能障がいのある方への意思伝達装置など日常

生活用具の利用促進に努めます。また、市役所窓

口においては手話通訳設置事業を実施します。 

障がい者福祉課 

ヘルプカー

ドの普及啓

発 

障がいのある方が災害時や日常生活の中で困っ

たときに周囲に自己の障がいへの理解や支援を

求めるための「ヘルプカード」の普及・啓発に努め

ます。 

障がい者福祉課 

 

 
（2）ボランティア活動の促進 

障害福祉にかかわるボランティア活動の促進のため、学校教育において福祉意識の高揚に

向けて取り組むとともに、ボランティア・市民活動センターの充実、団体等の支援に取り組みま

す。 

 

《施策》 

ア 学校教育における福祉ボランティア活動等の取組 

事業名 取組内容 主担当課 

福祉ボラン

ティアに関

する教育の

充実 

福祉意識の啓発や活動への参加の機会づくりを

進めるとともに、障がいについての理解促進や福

祉に関する教育の充実・強化を図ります。 

指導室 

 

学校教育に

おける心の

バリア フリ

ー化の促進 

小・中学校などにおいて、福祉に関する教育や交

流などにより、心の障壁の除去（バリアフリー化）

を図るとともに、福祉への理解と関心を高めま

す。 

指導室 

 

 

イ ボランティア・市民活動センターの拡充 

事業名 取組内容 主担当課 

ボランティ

ア ・ 市 民 活

動センター

の運営の充

実 

「ボランティア・市民活動センター」の運営の充実

を図り、ボランティアの確保・ボランティア育成講

座の開催、活動の組織化を進めるとともに、ボラ

ンティア・コーディネーターなどの体制充実を図

り、ボランティア活動を促進します。（地域福祉計

画基本目標2-（2）-①の再掲） 

市民活動推進課 

 

ウ ＮＰＯ法人、ボランティア団体の活動支援 

事業名 取組内容 主担当課 

ボランティ

ア等の活動

支援 

ＮＰＯ法人、ボランティア団体の活動を支援すると

ともに、団体相互の連携や交流を促進し、ボラン

ティア活動の活性化を図ります。（地域福祉計画基

本目標2-（2）-①の再掲） 

市民活動推進課 
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音声コード 

 
（3）福祉のまちづくりの推進 

福祉のまちづくりの推進に向け、施設等のバリアフリー化に取り組むとともに、心のバリアフ

リーの推進に向けた支援を実施します。 

 

《施策》 

ア 公共施設のユニバーサルデザイン化の推進 

事業名 取組内容 主担当課 

公共建築物

等のバリア

フリー化の

促進 

障がいのある方が利用する市の公共施設のバリア

フリー化に努めます。また、新たに整備する市の公

共施設については、ユニバーサルデザインの考え

方にもとづき整備します。 

施設課 

ユニバーサ

ルデザイン

の考えにも

とづいたま

ちづくりの

推進 

国の「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律（新バリアフリー法）」や「東京都福祉

のまちづくり条例」、「青梅市福祉のまちづくり整

備要綱」にもとづき、公共交通施設や公共公益建

物、道路、公園、住宅などのバリアフリー化を促進

し、優しいユニバーサルデザインのまちづくりを進

めます。（地域福祉計画基本目標１-（４）-①の再

掲） 

地域福祉課 

 

イ 住宅のバリアフリー化の促進 

事業名 取組内容 主担当課 

住宅改善の

支援 

段差の解消や手すりの設置など、障がいに応じた

バリアフリー化を進めることにより、障がいのある

方が暮らしやすい住宅の整備を促進し、住宅改善

を支援します。 

障がい者福祉課 

 

ウ  公共交通機関のバリアフリー化の促進 

事業名 取組内容 主担当課 

交通施設の

バリア フリ

ー化の促進 

駅などの交通施設については、その事業者に対し

て、障がい者が利用しやすい施設になるようバリ

アフリー化を推進します。 

交通政策課 

 

エ 心のバリアフリー 

事業名 取組内容 主担当課 

ユニバーサ

ルマナーの

推進 

障がいのある方に対する誤解や偏見、差別をなく

すために、障害に関する正しい知識の普及啓発を

行い、市民理解を進め、ユニバーサルマナーおよ

び心のバリアフリーを推進していきます。 

障がい者福祉課 
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（４）防災・防犯対策の充実 

防災・防犯対策を推進し、非常時にも障がいのあるなしにかかわらず支援を受けられる体

制を整備します。 

 

《施策》 

ア 防災対策の推進 

事業名 取組内容 主担当課 

防災意識の

普及および

減災の推進 

障がいのある方が災害発生時に冷静に行動でき

るよう、広報、防災ハンドブック・ハザードマップの

活用や防災訓練などの機会を通じて、防災意識の

普及や非常時の対応方法の習得を推進するとと

もに、家具転倒防止器具の取付け促進等により減

災にも努めていきます。 

防災課 

地域におけ

る共助の仕

組みの構築 

自主防災組織やボランティア組織、市内にある福

祉施設などとも連携を図りながら、地域における

共助の仕組みを構築し、障がいの特性に応じた災

害時の支援体制の充実に努めていきます。 

防災課 

二次避難所

の運営体制

の検討 

障がいのある方の避難方法を確保するとともに、

引き続き、二次避難所の設置・運営体制、医療機

関や障害福祉サービス事業所との連携体制のあり

方について検討を進めます。 

防災課 

避難行動要

支援者の支

援 

災害対策基本法および避難行動要支援者の情報

の提供等に関する条例にもとづき、制度に同意さ

れた方の名簿を作成し、地域の皆さんの御理解の

もと、地域で災害時の支援ができる「地域の安全

は地域で守る」体制づくりを行います。（地域福祉

計画基本目標２-（３）-①の再掲） 

防災課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

関係部局や関係団体等と連携し、避難行動要支援

者への支援対策を検討するほか、個別避難計画の

作成を推進します。また、自主防災組織等の安否

確認訓練や避難支援訓練を通じ、支援実施体制の

確立に努めます。（地域福祉計画基本目標２-（３）-

①の再掲） 

防災課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

事業名 取組内容 主担当課 

災害時協定

締結による

安心なまち

づくり 

障害福祉施設等と災害時協定を締結し、災害時に

おける障がいのある人の安心なまちづくりを推進

します。（地域福祉計画基本目標２-（３）-①の再

掲） 

障がい者福祉課 

防災訓練の

実施 

災害などの危険から高齢者等を守るため、防災訓

練などを行います。また、訓練を通じて、危機管理

体制の充実を図ります。（地域福祉計画基本目標２

-（３）-①の再掲） 

防災課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

 

イ 見守り・防犯対策の推進 

事業名 取組内容 主担当課 

防犯対策の

推進 

関係機関や地域と連携を図りながら、防犯活動の

支援や広報活動、また、障がい者に対する悪徳商

法による被害を防止するために、悪徳商法の手口

の紹介や防止方法などの啓発や情報提供を行い

ます。 

市民安全課 

見 守 り ・ 助

け合いのネ

ッ ト ワ ー ク

づくり 

青梅市社会福祉協議会や民生委員・児童委員等と

連携し、地域での日常的な見守りや助け合いのネ

ットワークづくりを進めます。（地域福祉計画基本

目標１-（３）-①の再掲） 

地域福祉課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

社会福祉協議会 
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音声コード 

基本目標２ 生活支援・サービス・相談支援体制の充実 

 

施策の方針 施策 

（１）情報提供・相談支援の充実 ア 障がい者サポートセンターの充実 

イ 相談支援体制の充実 

ウ 地域移行の推進 

エ 虐待防止対策の推進 

（2）障害福祉サービスの充実 ア 自立支援給付の充実 

イ 地域生活支援事業の充実 

ウ 一般サービスの充実 

（3）保健・医療の充実 ア 生活習慣病等の疾病等の予防 

イ 障害に対する適切な保健・医療サービスの充実 

（４）経済的自立の支援 ア 年金・手当等の支援 

イ 権利の擁護 

（５）住居の確保 ア 居住支援 

イ グループホームの充実 

ウ 居住環境の整備 

(6)支援ネットワークの整備 ア 地域自立支援協議会の機能の充実 

イ 分野横断的な連携体制の構築 

 

 

 
（１）情報提供・相談支援の充実 

障がい者のための拠点施設である青梅市障がい者サポートセンターの充実をはじめ、地域

移行支援と権利擁護の支援を行うことにより、地域生活の実現に向けた取組を推進します。 

 

《施策》 

ア 障がい者サポートセンターの充実 

事業名 取組内容 主担当課 

相談支援お

よび地域活

動支援セン

ターとして

の役割の充

実 

障がい児を含めた障がい者やその家族等からの

相談に応ずる相談支援事業、障がい者への地域活

動支援センター事業、創作活動、軽作業活動の機

会の提供を行い、社会との交流を促進します。 

障がい者福祉課 

虐待防止窓

口機能の強

化 

障がい者虐待防止に対する相談や届出、通報の窓

口として、虐待の未然防止、早期発見、迅速な対応

を図り、障がいのある人の権利侵害を防止しま

す。 

障がい者福祉課 

 

イ 相談支援体制の充実 

事業名 取組内容 主担当課 

基幹相談支

援センター

の設置 

基幹相談支援センターの設置により、相談支援体

制を充実させ、誰も取り残すことのない支援体制

の整備を推進します。 

障がい者福祉課 

包括的相談

支援事業 

相談者の属性に関わらず包括的に相談を受け入

れ、相談者の課題を整理し、利用可能な福祉サー

ビスの情報提供等を行います。（地域福祉計画基

本目標３-（１）-①の再掲） 

地域福祉課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

子育て応援課 

こども家庭センタ

ー 

相談体制の

充実 

障がいのある人、家族、地域の住民からの相談に

対し、公的機関、専門機関や地域の民生委員・児童

委員と連携し、相談支援体制の強化・充実を図り

ます。（地域福祉計画基本目標３-（１）-②の再掲） 

障がい者福祉課 
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ウ 地域移行の推進 

事業名 取組内容 主担当課 

地域移行の

ためのサー

ビスの利用

促進 

地域移行支援、地域定着支援、自立生活援助等に

ついて、引き続き丁寧な情報提供による周知、利

用促進を図ります。 

障がい者福祉課 

精神障害に

も対応した

地域包括ケ

アシステム

の構築 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構

築について、当事者および保健・医療・福祉に携わ

る方を含む様々な関係者が、情報共有や連携を行

い、社会的包摂を推進します。 

障がい者福祉課 

 

エ 虐待防止対策の推進 

事業名 取組内容 主担当課 

障がい者の

権利擁護の

啓発 

権利擁護についての啓発活動を推進し、障がい者

の権利行使の援助、障がい者差別や虐待防止に関

して、市内事業所等への周知に取り組みます。 

障がい者福祉課 

 

障がい者虐

待の防止や

対応に向け

た体制整備 

障がい者や配偶者の虐待の防止、早期発見・早期

対応のための体制の整備強化に努めます。（地域

福祉計画基本目標３-（４）-②の再掲） 

障がい者福祉課 

被害に遭っ

たこどもの

支援 

児童虐待などの被害に遭ったこどもに対し、カウ

ンセリングなどの支援を行います。また保護者に

対しては、家庭環境の改善に向けた指導・支援を

行うとともに、学校や児童相談所、医療機関など

の関係機関と、再発防止に向けた連携を充実させ

ます。（地域福祉計画基本目標３-（４）-②の再掲） 

健康課 

指導室 

障がい者福祉課 

 

 
（2）障害福祉サービスの充実 

障がいのある方のニーズに合わせて障害福祉サービスを提供できるような体制づくりに取

り組みます。 

 

《施策》 

ア 自立支援給付の充実 

事業名 取組内容 主担当課 

訪問系サー

ビスの充実 

訪問系サービスについては、身体介護・家事援助・

通院等介助などの居宅介護、重度訪問介護、同行

援護、行動援護など制度の適正を維持し、啓発に

努め、サービスの質的、量的な充実を図ります。 

障がい者福祉課 

日中活動系

サービスの

充実 

日中活動系サービスについては、親亡き後を見据

え、重度障がい者が日中利用するための生活介護

や、緊急時の一時保護のための短期入所など、需

要増が見込まれるサービスについて、支援体制の

確保を図ります。 

また、青梅市自立センターにおいて、引き続き障

害福祉サービスの充実に努めます。 

障がい者福祉課 

居住系サー

ビスの充実 

居住系サービスについては、障がいのある方の地

域移行や介護者の高齢化等により潜在的な需要

があると見込まれていることから、特に重度障が

い者向けの共同生活援助（グループホーム）の充

実を図るとともに、グループホーム入居者が日中

に活動する生活介護等の施設についても充実を

図り、親亡き後の支援体制の確保に努めます。 

障がい者福祉課 

障がい福祉

に関する各

種制度や事

業 等 の 周

知・普及 

市民が障害福祉に関する各種制度や事業等に関

心を持ち、制度や事業等の内容の理解が進むよ

う、これらの周知・普及に努めます。（地域福祉計

画基本目標３-（３）-①の再掲） 

障がい者福祉課 

障害基準該

当サービス

事業者登録

制度の普及

等 

障害福祉サービス事業所が介護保険サービスを提

供可能とする、障害基準該当サービス事業者登録

制度について、制度の普及、事業者登録に努めま

す。（地域福祉計画基本目標３-（３）-①の再掲） 

障がい者福祉課 
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事業名 取組内容 主担当課 

事業者への

指導検査の

実施 

社会福祉法人の指導検査を継続するとともに、介

護、障害および保育の各事業者への指導検査を実

施します。（地域福祉計画基本目標３-（３）-②の再

掲） 

地域福祉課 

障がい者福祉課 

こども育成課 

福祉サービ

ス第三者評

価の普及促

進 

地域密着型サービスについては福祉サービス第三

者評価の受審を指導し、サービス向上を図るとと

もに、地域密着型サービス以外についても受審を

指導し、サービスの向上を図ります。（地域福祉計

画基本目標３-（３）-②の再掲） 

介護保険課 

障がい者福祉課 

こども育成課 

サービス提

供の充実 

障害福祉サービスの充実のため、既存の事業者の

育成および新規事業者の誘致などにより、サービ

ス提供事業者の安定確保に努めます。（地域福祉

計画基本目標３-（３）-②の再掲） 

障がい者福祉課 

 

イ 地域生活支援事業の充実 

事業名 取組内容 主担当課 

地域生活支

援事業の充

実と周知啓

発 

意思疎通支援事業、相談支援事業、日常生活用具

給付等事業、移動支援事業、サポートセンター事

業、日中一時支援事業の実施を継続するととも

に、自動車運転教習費補助事業、奉仕員等養成事

業などの事業の周知、内容の充実を図ります。 

障がい者福祉課 

 

ウ 一般サービスの充実 

事業名 取組内容 主担当課 

一般サービ

スの充実 

引き続き、障がい者の需要を把握しながら、個々

のサービスの実情に沿った充実を図り、障がい者

の生活支援に努めます。 

障がい者福祉課 

生活支援サ

ービスの充

実 

相談支援や障害福祉サービス、保健福祉サービ

ス、保健・医療、障がい児保育・教育の充実を図り

ます。（地域福祉計画基本目標３-（３）-②の再掲） 

障がい者福祉課 

 

 
（3）保健・医療の充実 

障がいにつながりうる疾病の予防・重度化防止の取組を進めるとともに、障がいのある方に

適切な保健・医療を提供できる体制整備を推進します。 

 

《施策》 

ア 生活習慣病等の疾病等の予防 

事業名 取組内容 主担当課 

疾病の予防

および障が

いの重度化

予防 

障がいの原因となる生活習慣病をはじめとする疾

病の予防、二次予防、障がいの重度化を防ぐた

め、必要な医療の給付や、健康診断、診療および

検査を受けることを勧奨していきます。 

健康課 

 

イ 障害に対する適切な保健・医療サービスの充実 

事業名 取組内容 主担当課 

障がいに応

じた保健医

療対策の推

進 

障がい者等一人ひとりに応じた適切な医療・歯科

医療サービスが受けられるよう、専門医療機関、

関係機関等との障がい者の保健対策の推進を図

ります。 

健康課 

障がい者福祉課 

通院等のた

めの移動手

段の充実 

通院等のための移動手段の充実を図るため、福祉

バス事業を継続実施する公共交通機関のバリアフ

リー化を推進するとともに、その他の移動手段に

ついて検討します。 

交通政策課 

障がい者福祉課 
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音声コード 

（４）経済的自立の支援 

経済的支援及び支援の情報を提供するとともに、金銭管理が困難な方が安心して暮らせる

ようにするための権利擁護事業を実施します。 

 

《施策》 

ア 年金・手当等の支援 

事業名 取組内容 主担当課 

各種手当の

支給 

障がい者やその家族に対し、国や東京都などが実

施する各種手当などの支給により、経済的な支援

を行い、生活の安定を図ります。 

障がい者福祉課 

こども育成課 

保険年金課 

生活福祉課 

障害年金等

の周知 

市民全般に対し、障害が生じたときの支援として

障害基礎年金等の受給など必要な情報の提供を

行います。 

保険年金課 

生活福祉課 

 

イ 権利の擁護 

事業名 取組内容 主担当課 

権利擁護の

推進 

誰もが人権を尊重し合い、尊厳をもって安心して

暮らせるよう、青梅市社会福祉協議会と連携し、

権利擁護事業の推進を図ります。また、身寄りが

ない、経済的負担ができない市民に対しては、市

が審判申立てや後見人報酬の費用助成を行いま

す。（地域福祉計画基本目標３-（４）-①の再掲） 

地域福祉課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

成年後見制

度の利用促

進 

青梅市社会福祉協議会と連携し、成年後見制度の

周知と活用の促進を図り、判断能力の不十分な高

齢者等が、財産管理や身上監護についての契約な

どの法律行為をする際に、保護・支援を行います。

（地域福祉計画基本目標３-（４）-①の再掲） 

地域福祉課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

生活福祉課 

 

 
（５）住居の確保 

地域で自立した生活を送るため、地域移行への支援や住居の確保に向けた支援に取り組

みます。 

 

《施策》 

ア 居住支援 

事業名 取組内容 主担当課 

障がい者世

帯向け公営

住宅の利用

促進 

身近な地域で、生きがいを持って、自立した生活

を送るために基盤となる住まいの場の確保の手

段として、障がい者世帯向けの公営住宅の利用を

促進していきます。 

住宅課 

地域移行支

援のサービ

スの実施 

障がいのある方が充実した地域生活を送ることが

できるよう、地域移行支援を行います。 

障がい者福祉課 

 

イ グループホームの充実 

事業名 取組内容 主担当課 

グループホ

ームの支援

体制の充実 

「親亡き後」の生活に不安を感じる意見が多くあげ

られていることから、障がいのある方の地域にお

ける居住の場として、重度障がい者にも対応でき

るグループホームの確保を図り、支援体制の充実

を図っていきます。 

障がい者福祉課 

民間事業者

への情報提

供 

グループホームの開設を計画する事業者に対して

は、青梅市における福祉施設等の配置のあり方に

関する基本方針にもとづき、情報提供等を行って

いきます。 

障がい者福祉課 

 



26 

音声コード 

ウ 居住環境の整備 

事業名 取組内容 主担当課 

入所施設等

の居住環境

の改善の検

討 

入所施設、グループホームには老朽化の著しい施

設もあることから、入所者の居住環境の改善に配

慮し、支援の在り方について研究していきます。 

障がい者福祉課 

住宅設備改

善事業等の

利用促進 

在宅の障がい者に対して、住宅設備改善事業等を

活用しながら居住環境の整備に努めます。 

障がい者福祉課 

 

 
(6)支援ネットワークの整備 

地域内での障がい者支援のネットワークを強化するため、地域自立支援協議会の機能充

実に取り組みます。 

 

《施策》 

ア 地域自立支援協議会の機能の充実 

事業名 取組内容 主担当課 

自立支援協

議会の機能

の充実 

自立支援協議会のネットワークを強化、活用し、

様々な障害支援機関が、一人ひとりの各ライフス

テージにおける課題等を共有することにより、総

合的な支援を進めていきます。 

障がい者福祉課 

 

イ 分野横断的な連携体制の構築 

事業名 取組内容 主担当課 

障がい者の

地域生活支

援拠点の整

備 

障がいのある人の重症化・高齢化や「親亡き後」を

見据え、地域で障がい児者やその家族が安心して

生活するための、地域生活支援拠点等の整備を検

討します。また、総合相談、専門相談・権利擁護・地

域移行等、相談支援の中核的役割を担う機関とし

て、基幹相談支援センターを整備します。（地域福

祉計画基本目標３-（２）-①の再掲） 

障がい者福祉課 

児童発達支

援センター

の整備 

障がい児に対する地域支援体制を構築するため、

支援の中核となる児童発達支援センターを整備し

ます。（地域福祉計画基本目標３-（２）-①の再掲） 

障がい者福祉課 

多機関協働

事業 

受け入れた相談のうち、解決が難しい事例は、適

切な相談支援事業者や各種支援機関と連携を図

りながら支援を行うことにより、地域住民の複雑

化・複合化した支援ニーズに対応します。（地域福

祉計画基本目標３-（２）-①の再掲） 

地域福祉課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

子育て応援課 

こども家庭センタ

ー 
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音声コード 

基本目標３ 障害特性に応じた療育・教育 

 

施策の方針 施策 

（１）障がい児支援の体制の確保 ア 障がい児保育 

イ 相談支援体制の充実 

ウ 特別支援教育の充実 

エ 特別支援学校等との連携の推進 

（2）切れ目のない支援体制の整

備 

ア 療育ネットワークの構築 

イ 家族、保護者への支援の強化 

 

  

 

（１）障がい児支援の体制の確保 

障がい児一人ひとりの障害特性に合わせた保育、教育の支援と、サービス利用や就学相談

など、相談を受けとめる体制の充実に取り組みます。 

 

《施策》 

ア 障がい児保育 

事業名 取組内容 主担当課 

保育所等に

おける障が

い児の受入

れ 

保育所や学童クラブ等の一般的な子育て支援施

策における障がい児の受入れに努めます。 

こども育成課 

子育て応援課 

児童発達支

援センター

の設置 

児童発達支援センターを設置するとともに、保育

所等訪問支援の充実など、障がい児一人ひとりの

障害特性に合わせた障がいを重度化させないた

めの障がい児支援を推進します。 

障がい者福祉課 

 

イ 相談支援体制の充実 

事業名 取組内容 主担当課 

就学相談等

の充実 

就学相談をはじめとした相談の充実を図るととも

に、その家族に対する支援にも努めます。 

学務課 

障がい者福祉課 

ライフステ

ージに対応

した支援 

ライフステージに対応したサービス・支援の提供が

行えるように努めていきます。 

障がい者福祉課 

こども育成課 

子育て応援課 

こども家庭センタ

ー 

 

ウ 特別支援教育の充実 

事業名 取組内容 主担当課 

障がいに応

じた教育の

充実 

障がいの種類や程度に応じた教育を行うととも

に、個々のニーズに応じた支援、施設整備に努め

ます。 

学務課 

指導室 
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音声コード 

 

エ 特別支援学校等との連携の推進 

事業名 取組内容 主担当課 

特別支援学

校等との連

携の推進 

特別支援教育パートナーシップ、相互派遣研修の

実施などについて推進し、特別支援学校や特別支

援学級等の教育関係者と日常的に連携を図るこ

とで、障がいがあっても、安心して必要な教育的

支援が受けられるよう、環境の整備、推進に努め

ます。 

学務課 

指導室 

 

 
（2）切れ目のない支援体制の整備 

障がい児の成長に伴って支援が途切れることがないよう、支援ネットワークの構築と保護者

等の支援者に向けた支援に取り組みます。 

 

《施策》 

ア 療育ネットワークの構築 

事業名 取組内容 主担当課 

切れ目のな

い療育ネッ

トワークの

構築 

障がい者福祉課、子育て世代包括支援センター、

地域福祉コーディネーター、幼稚園、保育所、児童

相談所、保健所、学校、民生児童委員等の関係機

関が連携し、切れ目のない療育ネットワークの構

築を図ります。 

障がい者福祉課 

こども育成課 

地域福祉課 

学務課 

こども家庭センタ

ー 

基幹相談支

援センター

の設置によ

る切れ目の

ない支援体

制の整備 

障害の発見から就学までの療育、学齢期、卒業後

の生活、重度化、高齢化など各ライフステージにお

いて、障がいのある方それぞれに応じた切れ目な

い支援を行う際の枠組みの中心として基幹相談

支援センターを設置し、誰も取り残すことのない

支援体制の整備を推進します。 

障がい者福祉課 

 

イ 家族、保護者への支援の強化 

事業名 取組内容 主担当課 

家族支援の

促進 

障がいのあるこどもを持つ保護者に向けた障害

理解の推進やメンタルケアなどの家族支援を行い

ます。保護者からの相談は適切な専門機関等へつ

なぐとともに、関係機関が理解を深めるための研

修等を行います。 

障がい者福祉課 

子育て応援課 

高齢者支援課 

家族のレス

パイト等の

ための支援

体制の強化 

在宅生活における家族や保護者のレスパイトや緊

急時対応について、重度障がい者の対応可能な事

業所の確保に向けて民間法人の誘致等を検討す

るとともに、地域生活支援拠点の整備を進めま

す。 

障がい者福祉課 
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音声コード 

基本目標４ 就労支援・居場所づくりの推進 

 

施策の方針 施策 

（１）学習・文化・スポーツ活動の振

興 

ア 文化活動等の支援 

イ 障がい者スポーツの振興 

（2）交流機会の拡大 ア イベント事業等の充実 

イ 地域における交流機会の創出 

（3）就労の促進 ア 障害者就労支援センターの充実 

イ 公共職業安定所（ハローワーク）等との連携 

ウ 企業や福祉施設とのネットワークの構築 

 

 

 
（１）学習・文化・スポーツ活動の振興 

障がいのあるなしにかかわらず、生涯にわたって学び、文化・スポーツの活動に取り組むた

めに、参加の場づくりや周知・啓発等を推進します。 

 

《施策》 

ア 文化活動等の支援 

事業名 取組内容 主担当課 

文化・芸術

活動の支援 

 

障がいのある方の文化・芸術活動への参加機会を

広げるとともに、活動成果の発表の場づくりを支

援します。 

社会教育課 

文化課 

障がい者福祉課 

 

イ 障がい者スポーツの振興 

事業名 取組内容 主担当課 

スポーツの

機会の拡充 

障がいのある方とない方との交流の場としてスポ

ーツに親しむことができる機会や、オンラインを活

用してスポーツを楽しむことができる場などを作

り、障がいのある方の生活・活動の幅を広げてい

きます。 

スポーツ推進課 

民間団体等

との連携に

よる活動の

機会の拡充 

民間団体等とも連携し、レクリエーション活動への

参加機会を拡大することによって、障がいのある

方の生活・活動の幅を広げるとともに、障がい者

スポーツに関するイベントの周知に取り組みます。 

スポーツ推進課 

障がい者ス

ポーツの周

知啓発 

東京都障害者スポーツ大会などの周知・啓発に努

めるとともに、東京2020オリンピック・パラリン

ピック競技大会のレガシーのひとつとして、多くの

市民や企業等に、より広く障がい者スポーツに対

する理解を深めるための啓発等に努めます。 

スポーツ推進課 
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音声コード 

 
（2）交流機会の拡大 

障がいのある方とない方が関わりあい、ともに暮らす地域づくりのため、地域における交流

機会づくりを推進します。 

 

《施策》 

ア イベント事業等の充実 

事業名 取組内容 主担当課 

イ ベ ン ト 等

の充実によ

る交流機会

づくり 

スポーツDAY青梅等のイベントを通じてスポーツ

交流等を促し、障がいのある人とない人が理解し

あい、ともに暮らす地域社会の形成を図るために

各種イベントの推進、ふれあい事業等の一層の充

実を図ります。 

スポーツ推進課 

障がい者福祉課 

 

イ 地域における交流機会の創出 

事業名 取組内容 主担当課 

関係機関と

の連携によ

る地域交流

機会の創出

の支援 

地域の方との連携を深め、障がいのある方が地域

へ出る機会を増やすことを目的に、障がい者サポ

ートセンターや市民センター、自治会、各種地域団

体と連携し、障がい者作品展示会などの行事をは

じめとする地域交流機会の充実を図り、地域にお

ける住民相互の交流機会の創出を支援します。 

障がい者福祉課 

市民活動推進課 

地域づくり

事業 

介護、障害、子育て、生活困窮分野ごとに行われて

いる地域づくりに向けた支援の取組を一体的に実

施することで、属性に関わらず、地域住民を広く対

象とし、多様な地域活動が生まれやすい環境整備

を行うことができるように取組みます。（地域福祉

計画基本目標１-（２）-①の再掲） 

地域福祉課 

高齢者支援課 

障がい者福祉課 

子育て応援課 

 

 
（3）就労の促進 

就労に向けた相談支援、一般就労への移行の支援等、状況に応じた就労支援に取り組むと

ともに、ハローワーク等関係機関期間と連携した就労支援の体制を整備します。 

 

《施策》 

ア 障害者就労支援センターの充実 

事業名 取組内容 主担当課 

就労支援セ

ンターの支

援力強化 

多様なニーズへの対応や就労継続の支援等を図

るため、障害者就労支援センターの支援力を高め

るとともに、日常生活支援、職業生活支援、社会生

活支援等を行います。 

障がい者福祉課 

一般企業へ

の就労の支

援 

障がい者が、安心して一般企業への就労を実現

し、継続していけるよう支援を行います。 

障がい者福祉課 

就労面と生

活面双方の

支援の提供 

就労面の支援としては、職業相談、職場定着支援、

ジョブコーチの派遣等を行い、生活面の支援とし

ては、日常生活支援、職業生活支援、社会生活支

援等を行います。 

障がい者福祉課 

関係機関と

の連携およ

び情報提供

の充実 

就労に関する情報収集および提供、関連機関・協

力機関とのネットワーク形成等を行います。 

障がい者福祉課 

 

イ 公共職業安定所（ハローワーク）等との連携 

事業名 取組内容 主担当課 

関係機関と

の連携によ

る障がい者

就労の促進 

障がい者の就労機会の確保については、引き続

き、公共職業安定所（ハローワーク）や企業、特別

支援学校等との連携を図りながら、障がい者の就

労を促進します。 

障がい者福祉課 

離職後の支

援の推進 

離職の確認の際には、就労移行支援事業や公共職

業安定所（ハローワーク）等への照会を行い、離職

後のフォローや再就職に向けた支援を行うよう努

めます。 

障がい者福祉課 
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音声コード 

 

ウ 企業や福祉施設とのネットワークの構築 

事業名 取組内容 主担当課 

企業や障害

福祉サービ

ス事業者と

の連携によ

る支援体制

の充実 

障がいのある方が働くことを通して生きがいのあ

る生活を送ることができるように、一般企業への

就労の促進を図るとともに、就労支援を行う障害

福祉サービス事業所との連携を進め、就労支援体

制の充実を図ります。 

障がい者福祉課 

障がい者の

就労後の支

援体制の整

備 

障がいのある人の就労後の職業定着支援や障が

い者の就労拡大のための企業開拓に向けて、障害

者就労支援センターを中心として特別支援学校や

関係機関等の連携を更に図り、継続した支援体制

を整備します。（地域福祉計画基本目標１-（２）-③

の再掲） 

障がい者福祉課 
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第４章 障害福祉・障害児福祉サービスの事業

量見込み 

１ 障害福祉計画 

（１）成果目標の設定 

＜１＞施設入所者の地域生活への移行等 

 

国の基本指針 

・地域移行者数：令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域移行 

・施設入所者数：令和４年度末時点の施設入所者数から 5％以上削減 

 

【成果目標】 

項目 数値 考え方 

令和８年度末時点の施設入所者数（a） 105 人  

目標年度入所者数（b） 105 人  

【目標値】削減見込み 0 人  

施設入所者削減率 0％ 令和４年度末の５％以上削減 

【目標値】地域生活移行者数 6 人 
令和４年度末施設入所者数の

６％以上 

 

＜２＞精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健・医療・福祉

関係者が連携して取り組むとともに、市町村及び都道府県が精神保健医療福祉体

制の基盤整備等を推進することにより、精神障害者の地域移行や定着が可能とな

る。 

 

①精神障害者の相談支援、居住系サービスの利用 

【主な活動指標】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

精神障害者の地域移行支援の利用者数 2 人 3 人 4 人 

精神障害者の地域定着支援の利用者数 1 人 2 人 3 人 

精神障害者の共同生活援助の利用者数 55 人 60 人 65 人 

精神障害者の自立生活援助の利用者数 5 人 7 人 10 人 

精神障害者の自立訓練（生活訓練）の利

用者数 
20 人 22 人 24 人 

 

②保健、医療および福祉関係者による協議の場 

【主な活動指標】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

保健、医療および福祉関係者による協議

の場の開催回数 
2 回 2 回 2 回 

保健、医療（精神科、精神科以外の医療機

関別）、福祉、介護、当事者、家族等の関

係者ごとの参加者数 

50 人 50 人 50 人 

保健、医療および福祉関係者による協議

の場における目標設定および評価の実施

回数 

2 回 2 回 2 回 
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＜３＞地域生活支援の充実 

 

国の基本指針 

・各市町村又は圏域において地域生活支援拠点等を整備するとともに、コーディネ

ーターの配置などによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、

また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況の検証・検討を行うこと 

・強度行動障がいを有する者に関し、各市町村又は圏域において支援ニーズを把握

し、支援体制の整備を進めること 

 

【成果目標】 

項目 内容 

地域生活支援拠点等の整備 令和７年度末までに整備 

運用状況の検証  

強度行動障害を有する者に関し、各市町

村又は圏域において支援ニーズを把握

し、支援体制の整備を進めること 

 

 

【主な活動指標】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域生活支援拠点等の設置箇所数 0 か所 1 か所 1 か所 

コーディネーターの配置人数 0 人 1 人 1 人 

地域生活支援拠点等における 

機能の充実に向けた支援の実績等を踏ま

えた検証及び検討の実施回数 

0 回 1 回 1 回 

 

＜４＞福祉施設から一般就労への移行 

 

国の基本指針 

・一般就労への移行者数：令和３年度実績の 1.28 倍以上 

→このうち、就労移行支援事業による一般就労への移行者数：令和３年度実績の

1.31 倍以上 

→就労継続支援 A 型事業による一般就労への移行者数：令和３年度実績の 1.29

倍以上 

→就労継続支援 B 型事業による一般就労への移行者数：令和３年度実績の 1.28

倍以上 

・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上

の事業所：就労移行支援事業所の５割以上【新規】 

・就労定着支援事業の利用者数：令和３年度末実績の 1.41 倍以上 

・就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着

支援事業所の割合：２割５分以上 
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○就労移行支援事業所等を通じた一般就労への移行者数 

【成果目標】 

項目 数値 考え方 

令和３年度の一般就労移行者数 9 人  

 

うち、就労移行支援利用者   

うち、就労継続支援Ａ型   

うち、就労継続支援 B 型   

【目標値】目標年度における一般就労移

行者数 
12 人 令和３年度実績の 1.28 倍以上 

 

うち、就労移行支援利用者  令和３年度実績の 1.31 倍以上 

うち、就労継続支援Ａ型  令和３年度実績の 1.29 倍以上 

うち、就労継続支援 B 型  令和３年度実績の 1.28 倍以上 

 

○就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合５割以上の

事業所 

【成果目標】 

項目 数値 考え方 

就労移行支援事業利用終了者に占

める一般就労へ移行した者の割合

が５割以上の事業所数 

2 か所 就労移行支援事業所の５割以上 

○就労定着支援事業の利用者数 

【成果目標】 

項目 数値 考え方 

令和３年度末の就労定着支援事業の利

用者数 
34 人  

【目標値】目標年度の就労定着支援事

業の利用者数 
48 人 

令和３年度末実績の 1.41 倍以

上 

 

○就労定着支援の事業所ごとの定着率 

【成果目標】 

項目 数値 考え方 

就労定着支援事業利用終了後一定期

間の就労定着率が７割以上となる就労

定着支援事業所の割合 

1 か所 ２割５分以上 
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＜５＞相談支援体制の充実・強化等 

国は、相談支援体制を充実・強化するため、令和８年度末までに、総合的・専門的

な相談支援の実施および地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保するこ

ととしています。 

 

国の基本指針 

・各市町村において、令和８年度末までに基幹相談支援センターを設置する 

・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う

【新規】 

 

【成果目標】 

項目 内容 

基幹相談支援センターの設置 令和６年度中に設置 

協議会における個別事例の検討を通じた

地域サービス基盤の開発・改善等 
 

 

【主な活動指標】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基幹相談支援センターの設置【新設】 1 か所 1 か所 1 か所 

基幹相談支援センターによる地域の相談

支援事業者に対する訪問等による専門的

な指導・助言件数 

19 件 20 件 20 件 

基幹相談支援センターによる地域の相談

支援事業者の人材育成の支援件数 
19 件 20 件 20 件 

基幹相談支援センターによる地域の相談

機関との連携強化の取組の実施回数 
12 回 12 回 12 回 

協議会における個別事例の検討を通じた

地域のサービスの開発・改善【新設】 
   

 

 

＜６＞障害福祉サービス等の質を向上させるための取組にかかる体制の強化 

 

国の基本指針 

・各都道府県及び各市町村において、サービスの質の向上のための体制を構築する 

 

【主な活動指標】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

都が実施する障害福祉サービス等に係る

研修の参加や都道府県が市町村職員に

対して実施する研修の参加人数 

8 人 8 人 8 人 

障害者自立支援審査支払等

システム等での審査結果を

分析してその結果を活用し、

事業所や関係自治体等と共

有する体制 

体制の有

無 
検討 検討 有 

実施回数   1 回 
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○発達障害者等に対する支援の充実 

国は、発達障害者等の早期発見・早期支援には、発達障害者等及びその家族等

への支援が重要であることから、保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必

要な知識や育児等の方法を身につけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラ

ムやペアレントトレーニングなど発達障害者等およびその家族に対する支援体制を

確保することが重要であるとしています。 

 

【主な活動指標】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

発達障害者地域支援協議会の開催回数 検討 1 回 1 回 

発達障害者支援センターによる相談支援

の件数 
検討 10 件 10 件 

発達障害者支援センター及び発達障害者

地域支援マネジャーの関係機関への助言

件数 

検討 14 件 15 件 

発達障害者支援センター及び発達障害者

地域支援マネジャーの外部機関や地域住

民への研修、啓発の件数 

検討 1 回 1 回 

ペアレントトレーニングやペアレントプログ

ラム等の支援プログラム等の実施者数 
検討 5 人 5 人 

ペアレントメンターの人数 検討 1 人 1 人 

ピアサポートの活動への参加人数 検討 5 人 5 人 
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（２）サービス等の見込量およびその確保策 

①訪問系サービス 

 

事業名 内容 

居宅介護 居宅における入浴、排せつ、食事の介護などを提供します。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由で、常時介護を要する方に対し、居宅における

入浴、排せつ、食事の介護などから、外出時の移動の介護を総合

的に行うサービスを提供します。 

同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害のある方に対し、

外出時に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援

護等のサービスを提供します。 

行動援護 

知的障害または精神障害により、行動上著しい困難がある方で常

時介護を必要とする方に対し、行動の際に生ずる危険を回避する

ための援護や、外出時の移動中の介護などのサービスを提供しま

す。 

重度障害者等包括

支援 

常時介護を必要とする方で、介護の必要の程度が著しく高い方に

対し、居宅介護をはじめとする福祉サービスを包括的に提供しま

す。 

 

 

 

【サービス見込量】 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

居宅介護 人/月 112 125 126 127 128 

重度訪問介護 人/月 7 7 7 8 8 

同行援護 人/月 80 77 79 81 83 

行動援護 人/月 24 25 27 29 30 

重度障害者等

包括支援 
人/月 0 0 0 0 0 

 

【見込量と確保策の考え方】 

※文章で記載 
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②日中活動系サービス 

【サービス概要】 

事業名 内容 

生活介護 

常時介護を必要とする方に対し、主に昼間、障害者支援施設など

で行われる入浴、排せつ、食事の介護や、創作活動または生産活

動の機会などのサービスを提供します。 

自立訓練 

（機能訓練） 

身体機能・生活能力の維持・向上等の支援の必要な身体障害者に

対し、身体機能のリハビリテーション、歩行訓練、コミュニケーショ

ンや家事などの訓練、日常生活上の相談支援、就労移行支援事業

所等の関係機関との連絡調整等の支援を行います。 

自立訓練 

（生活訓練） 

生活能力の維持・向上等の支援が必要な知的障害者・精神障害者

に対し、食事や家事などの日常生活能力を向上するための支援、

日常生活上の相談支援、就労移行支援事業所等の関係機関との

連絡調整等の支援を行います。 

就労選択支援 

障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、

就労アセスメントの手法を活用して、本人の希望、就労能力 

や適性等に合った選択を支援します。 

就労移行支援 

就労を希望する対象者に、定められた期間、生産活動・その他活

動の機会の提供を通じて、就労に必要な知識および能力の向上の

ために必要な訓練等の支援を行います。 

就労継続支援 

（Ａ型） 

雇用契約にもとづく就労の機会を提供します。また、一般就労に必

要な知識・能力が高まった場合は、一般就労への移行に向けた支

援を行います。 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

就労の機会や生産活動の機会を提供します。また、知識・能力が高

まった場合は、就労への移行に向けた支援を行います。 

就労定着支援 

福祉サービスを利用し一般就労した方に対し、利用者との対面に

よる相談や利用者を雇用した企業への訪問、関係機関との連絡調

整等の支援を行います。 

事業名 内容 

療養介護 

医療を要する障害者で常時介護を要する方に対し、主に昼間、病

院、その他の施設などで行われる機能訓練、療養上の管理、医学

的管理の下での介護や日常生活上のサービスを提供します。 

短期入所 

介護者が病気などの理由により、障害者支援施設等への短期間の

入所が必要な方に、入浴、排せつ、食事の介護などのサービスを提

供します。 

 

【サービス見込量】 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

生活介護 人/月 254 263 268 273 278 

自立訓練 

（機能訓練） 
人/月 1 1 1 2 2 

自立訓練 

（生活訓練） 
人/月 18 22 24 26 28 

就労選択支援 人/月      

就労移行支援 人/月 75 77 79 81 83 

就労継続支援 

（Ａ型） 
人/月 27 28 30 32 34 

就労継続支援 

（Ｂ型） 
人/月 390 386 395 405 415 
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 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

就労定着支援 人/月 35 38 41 44 47 

療養介護 人/月 14 17 17 17 17 

短期入所 人/月 120 120 125 130 135 

 

【見込量と確保策の考え方】 

※文章で記載 
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③居住系サービス 

【サービス概要】 

事業名 内容 

自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしに移行した、

障害者に対し、一定期間にわたり定期的な巡回訪問等を行い、障

害者の理解力、生活力等を補う支援を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

地域で共同生活を営むのに支障のない障害のある方に、主として

夜間において、共同生活を営むべき住居において、相談、その他の

日常生活の援助を行います。 

施設入所支援 

主として、夜間において、入浴、排せつおよび食事等の介護、生活

等に関する相談および助言、その他の必要な日常生活上の支援を

行います。 

 

【サービス見込量】 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

自立生活援助 人/月 0 2 5 7 10 

共同生活援助 

（グループホー

ム） 

人/月 246 251 260 265 270 

施設入所支援 人/月 105 104 104 104 104 

 

【見込量と確保策の考え方】 

※文章で記載 
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④相談支援 

【サービス概要】 

事業名 内容 

計画相談支援 

対象者は、障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用する全て

の障害者です。サービス内容は、次のとおりです。 

支給決定時は、 

①支給決定または支給決定の変更前に、サービス等利用計画・

障害者支援利用計画案を作成 

②支給決定または変更後、事業者等との連絡調整、計画の作

成 

支給決定後は、 

①一定の期間ごとにサービス等の利用状況の検証を行い計画

の見直しを行う。（モニタリング） 

②事業者等との連絡調整、支給決定または支給決定の変更に

かかる申請の勧奨 

地域移行支援 

対象者は、障害者支援施設等に入所している障害者または精神科

病院に入院している精神障害者です。 

サービス内容は、住居の確保その他の地域における生活に移行す

るための活動に関する相談などで、支援期間は、６か月から 12 か

月です。 

地域定着支援 

対象者は、独り暮らしに移行した方、地域生活が不安定な方など

で、その他家族等の状況等により同居している家族による支援を

受けられない障害者です。 

サービス内容は、常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因し

て生じた緊急の事態等の相談などで、支援期間は、12 か月以内

です。 

 

 

【サービス見込量】 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

計画相談支援 人/月 2715 2872 3020 3170 3320 

地域移行支援 人/月 7 12 12 12 12 

地域定着支援 人/月 0 0 1 2 2 

 

【見込量と確保策の考え方】 

※文章で記載 
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音声コード 

（３）地域生活支援事業 

【サービス概要】 

事業名 内容 

必須事業 

①相談支援事業 居宅における入浴、排せつ、食事の介護などを提供します。 

②コミュニケーショ

ン支援事業 

重度の肢体不自由で、常時介護を要する方に対し、居宅における

入浴、排せつ、食事の介護などから、外出時の移動の介護を総合

的に行うサービスを提供します。 

③日常生活用具費

給付等事業 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害のある方に対し、

外出時に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援

護等のサービスを提供します。 

④移動支援事業 

知的障害または精神障害により、行動上著しい困難がある方で常

時介護を必要とする方に対し、行動の際に生ずる危険を回避する

ための援護や、外出時の移動中の介護などのサービスを提供しま

す。 

⑤地域活動支援 

センター事業 

常時介護を必要とする方で、介護の必要の程度が著しく高い方に

対し、居宅介護をはじめとする福祉サービスを包括的に提供しま

す。 

⑥成年後見制度 

利用支援事業 

成年後見制度を利用することが必要であると認められる障害者

で、制度の利用に要する費用について補助を受けなければ制度の

利用が困難な障害者に対して、申し立て費用や成年後見人報酬な

どの経費の一部を助成し利用の促進を図ります。 

その他事業 

⑦日中一時 

支援事業 

日中、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設等において、障

害者等に活動の場を提供し、見守り、社会に適応するための日常

的な訓練などを行います。 

⑧自動車運転教 

習費補助事業 

障害者が自動車運転免許を取得する際に要する費用の一部を補

助するこ 

事業名 内容 

とにより、心身障害者の日常生活の利便および生活圏の拡大を図

ります。 

⑨自動車改造費 

補助事業 

障害者が就労等に伴い自動車を取得する場合、その自動車の改

造に要する経費を助成することにより、重度身体障害者の社会復

帰の促進を図ります。 

⑩点字図書給付等

事業 
希望する図書の点字変換費用の補助を行います。 

⑪奉仕員等養成事

業 

手話奉仕員（通訳者）、要約に必要な技術などを習得した要約筆記

奉仕員、点訳または朗読に必要な技術を習得した点訳奉仕員、朗

読奉仕員等を養成する研修を実施します。 

⑫就労支援センタ

ー事業 

障害者の企業就労等を支援するため、就労支援や生活支援のコー

ディネーターを配置し、必要な相談、情報提供、支援等を総合的に

行います。 
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音声コード 

【サービス見込量】 

① 相談支援事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

相談支援事業 
相談件

数 
12401 14660 14700 14750 14800 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

 

②コミュニケーション（意思疎通）支援事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

手話通訳者派

遣利用者 

人 252 280 285 290 295 

時間 581 600 610 620 630 

手話通訳者設

置事業人数 
人 1 1 1 1 1 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

 

③日常生活用具費給付等事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

日常生活用具

費給付等事業 
件 3561 3635 3710 3787 3865 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

 

④移動支援事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

移動支援事業 

人 117 106 96 87 79 

時間 9835 8910 8070 7313 6641 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 
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音声コード 

⑤地域活動支援センター事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

地域活動支援

センター事業 
か所 1 1 1 1 1 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

 

⑥成年後見制度利用支援事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

成年後見制度

利用支援事業 
件 2 3 5 5 5 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

⑦日中一時支援事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

日中一時支援

事業 

人 20 22 24 26 28 

回日 134 200 210 220 230 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

 

⑧自動車運転教習費補助事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

自動車運転教

習費補助事業 
件 1 3 4 4 4 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 
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音声コード 

⑨自動車改造費補助事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

自動車改造費

補助事業 
件 1 1 2 3 4 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

 

⑩点字図書給付等事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

点字図書給付

等事業 
人 0 0 1 1 1 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

⑪手話奉仕員等事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

手話通訳者等

養成事業 

回 58 25 60 30 60 

人 63 20 40 30 40 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 

 

 

 

⑫就労支援センター事業 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

就労支援セン

ター事業 

雇用実

績 
47 48 49 50 50 

相談件

数 
6149 6608 6660 6710 6760 

 

【実施に向けての考え方】 

※文章で記載 
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音声コード 

２ 障害児福祉計画 

（１）成果目標の設定 

①障害児支援の提供体制の整備等 

 
国の基本指針 

・児童発達支援センターの設置：各市町村又は各圏域に１か所以上 

・全市町村において、障害児の地域社会への参加・包容の（インクルージョン）推進

体制の構築 

・各都道府県は難聴児支援を総合的に推進するための計画を策定するとともに、各

都道府県及び必要に応じて政令市は、難聴児支援の中核的機能を果たす体制を

構築 

・重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所等：各市町村又は圏域に１か所

以上 

・各都道府県は医療的ケア児支援センターを設置【新規】 

・各都道府県及び各政令市において、障害児入所施設からの移行調整に係る協議

の場を設置【新規】 

 

【成果目標】 

項目 数値 考え方 

児童発達支援センターの設

置 
1 か所  

障害児の地域社会への参

加・包容の（インクルージョ

ン）推進体制の構築 

検討  

重症心身障害児を支援する

児童発達支援事業所等 
1 か所  

 

【主な活動指標】 

項目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

医療的ケア児等に対する関連分野の支援

を調整するコーディネーターの配置人数 
1 人 1 人 1 人 
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音声コード 

（２）サービス等の見込量およびその確保策 

①相談支援 

【事業の概要】 

事業名 内容 

計画相談支援 

対象者は、障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用する全て

の障害児です。サービス内容は、次のとおりです。 

支給決定時は、 

①支給決定または支給決定の変更前に、サービス等利用計画・

障害児支援利用計画案を作成 

②支給決定または変更後、事業者等との連絡調整、計画の作

成 

支給決定後は、 

①一定の期間ごとにサービス等の利用状況の検証を行い、計

画の見直しを行う。（モニタリング） 

②事業者等との連絡調整、支給決定または支給決定の変更に

かかる申請の勧奨 

 

【サービス見込量】 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

障害児計画 

相談支援 
人/月 1159 1428 1530 1640 1750 

 

【見込量と確保策の考え方】 

※文章で記載 
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音声コード 

②障害児サービス 

【事業の概要】 

事業名 内容 

児童発達支援 
障害児（未就学）が施設に通所し、日常生活における基本的な動作

の指導および集団生活への適用訓練を行います。 

医療型児童発達支

援 

肢体不自由のある児童について、医療型児童発達支援センターま

たは指定医療機関等に通所または通院し、児童発達支援および治

療を行います。 

放課後等デイサー

ビス 

学校（幼稚園および大学を除く。）に就学している障害児について、

授業の終了後または休日に児童発達支援センター等の施設に通

所し、生活能力向上のために必要な訓練や社会との交流の促進、

その他必要な支援を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所その他の集団生活を営む施設等に通う障害児について、当

該施設を訪問し、当該施設における障害児以外の児童との集団生

活への適応のための専門的な支援等を行います。 

居宅訪問型児童発

達支援 

障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障

害児について、発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問

して日常生活における基本的動作の指導、知識技能の付与等の支

援を行います。 

 

【サービス見込量】 

 令和４年

度【実績】 

令和５年

度【見込】 

令和６年

度 

令和７年

度 

令和８年

度 

児童発達支援 人/月 82 105 115 120 125 

医療型児童発

達支援 
人/月 0 0 1 1 1 

放課後等デイ

サービス 
人/月 372 392 412 432 450 

保育所等訪問

支援 
人/月 6 7 10 12 14 

居宅訪問型児

童発達支援 
人/月 0 0 1 1 1 

 

【見込量と確保策の考え方】 

※文章で記載 

 

 

 

  



計画 基本目標 基本方針 基本施策 事業名 取り組み内容 担当課 事業に対する評価指標
評価指標の現状値
（R4年度実績）

評価指標の見込値
（R5年度見込）

評価指標の目標値
（R6年度末）

評価指標の目標値
（R7年度末）

評価指標の目標値
（R8年度末）

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(1)ノーマライゼー
ションの推進

①普及啓発 1
障がいに関する知識の
普及啓発

市の広報紙、ホームページなど多様な媒体や機会等を活用して、障
がいに関する正しい知識の普及啓発を行います。

障がい者福祉課 広報掲載回数 約３回 約３回 約３回 約３回 約３回

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(1)ノーマライゼー
ションの推進

①普及啓発 2
ノーマライゼーション
理念と福祉意識の啓発
【再掲】

障がいのある人もない人も、地域の中で共に生きていくことができ
る社会を目指し、ノーマライゼーション理念の理解促進に努めま
す。（地域福祉計画基本目標１-（１）-②の再掲）

地域福祉課
障がい者福祉課

（再掲）
出前講座の実施

1回 1回 2回 2回 2回

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(1)ノーマライゼー
ションの推進

①普及啓発 3
障害者差別解消条例の
周知【再掲】

「障がいのある人も障がいのない人もその人らしく暮らせる共生の
まち⻘梅市条例」にもとづき、障がいのある人の権利擁護等にかか
る理念を浸透させ、障がいのある人に対する差別や偏見のない社
会、共に社会の一員として、心豊かに暮らせるまちの実現に努めま
す。（地域福祉計画基本目標１-（１）-②の再掲）

障がい者福祉課
（再掲）

出前講座等の実施
1回 1回 2回 2回 2回

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(1)ノーマライゼー
ションの推進

②情報バリアフリーの
促進

1 情報伝達手段の充実
情報格差の縮小に努め、情報伝達手段の充実など情報利用の円滑化
を促進し、障がいのある方のコミュニケーションを広げ、自立と社
会参加を支援していきます。

秘書広報課
障がい者福祉課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(1)ノーマライゼー
ションの推進

②情報バリアフリーの
促進

2
情報機器の活用促進
【再掲】

年齢や障害の有無に関係なく、全ての市⺠が同じように情報機器を
活用して、情報収集や活用などができるよう、学習機会の周知、音
声コードの普及等に努めます。（地域福祉計画基本目標３-（３）-
①の再掲）

障がい者福祉課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(1)ノーマライゼー
ションの推進

③意思疎通支援の充実 1
多様なコミュニケー
ションの手段の確保

「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」
の理念に則り、視覚や聴覚等に障がいのある方への手話、要約筆
記、点字などを活用したコミュニケーション手段の確保や、重度の
言語機能障がいのある方への意思伝達装置など日常生活用具の利用
促進に努めます。また、市役所窓口においては手話通訳設置事業を
実施します。

障がい者福祉課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(1)ノーマライゼー
ションの推進

③意思疎通支援の充実 2
ヘルプカードの普及啓
発

障がいのある方が災害時や日常生活の中で困ったときに周囲に自己
の障がいへの理解や支援を求めるための「ヘルプカード」の普及・
啓発に努めます。

障がい者福祉課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(2)ボランティア活動
の促進

①学校教育における福
祉ボランティア活動等
の取組

1
福祉に関する教育の充
実

福祉意識の啓発や活動への参加の機会づくりを進めるとともに、障
がいについての理解促進や福祉に関する教育の充実・強化を図りま
す。

指導室

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(2)ボランティア活動
の促進

①学校教育における福
祉ボランティア活動等
の取組

2
学校教育における心の
バリアフリー化の促進

小・中学校などにおいて、福祉に関する教育や交流などにより、心
の障壁の除去（バリアフリー化）を図るとともに、福祉への理解と
関心を高めます。

指導室

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(2)ボランティア活動
の促進

②ボランティア・市⺠
活動センターの拡充

1
ボランティア・市⺠活
動センターの運営の充
実【再掲】

「ボランティア・市⺠活動センター」の運営の充実を図り、ボラン
ティアの確保・ボランティア育成講座の開催、活動の組織化を進め
るとともに、ボランティア・コーディネーターなどの体制充実を図
り、ボランティア活動を促進します。（地域福祉計画基本目標２-
（２）-①の再掲）

市⺠活動推進課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(2)ボランティア活動
の促進

③ＮＰＯ法人、ボラン
ティア団体の活動支援

1
ボランティア等の活動
支援【再掲】

ＮＰＯ法人、ボランティア団体の活動を支援するとともに、団体相
互の連携や交流を促進し、ボランティア活動の活性化を図ります。
（地域福祉計画基本目標２-（２）-①の再掲）

市⺠活動推進課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(3)福祉のまちづくり
の推進

①公共施設のユニバー
サルデザイン化の推進

1
公共建築物等のバリア
フリー化の促進

障がいのある方が利用する市の公共施設のバリアフリー化に努めま
す。また、新たに整備する市の公共施設については、ユニバーサル
デザインの考え方にもとづき整備します。

施設課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(3)福祉のまちづくり
の推進

①公共施設のユニバー
サルデザイン化の推進

2

ユニバーサルデザイン
の考えにもとづいたま
ちづくりの推進【再
掲】

国の「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（新
バリアフリー法）」や「東京都福祉のまちづくり条例」、「⻘梅市
福祉のまちづくり整備要綱」にもとづき、公共交通施設や公共公益
建物、道路、公園、住宅などのバリアフリー化を促進し、優しいユ
ニバーサルデザインのまちづくりを進めます。（地域福祉計画基本
目標１-（４）-①の再掲）

地域福祉課

（再掲）
・福祉のまちづくり条
例届出書受理件数
・整備基準適合証交付
件数

・福祉のまちづくり条
例届出書 3件
・整備基準適合証 1件

・福祉のまちづくり条
例届出書 4件
・整備基準適合証 1件

・福祉のまちづくり条
例届出書 4件
・整備基準適合証 1件

・福祉のまちづくり条
例届出書 4件
・整備基準適合証 1件

・福祉のまちづくり条
例届出書 4件
・整備基準適合証 1件

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(3)福祉のまちづくり
の推進

②住宅のバリアフリー
化の促進

1 住宅改善の支援
段差の解消や手すりの設置など、障がいに応じたバリアフリー化を
進めることにより、障がいのある方が暮らしやすい住宅の整備を促
進し、住宅改善を支援します。

障がい者福祉課
住宅設備改善事業の給

付件数
5件 5件 5件 5件 5件

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(3)福祉のまちづくり
の推進

③公共交通機関のバリ
アフリー化の促進

1
交通施設のバリアフ
リー化の促進

駅などの交通施設については、その事業者に対して、障がい者が利
用しやすい施設になるようバリアフリー化を推進します。

交通政策課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(3)福祉のまちづくり
の推進

④心のバリアフリー 1
ユニバーサルマナーの
推進

障がいのある方に対する誤解や偏見、差別をなくすために、障害に
関する正しい知識の普及啓発を行い、市⺠理解を進め、ユニバーサ
ルマナーおよび心のバリアフリーを推進していきます。

障がい者福祉課 出前講座の実施 1回 1回 2回 2回 2回

○障害者計画 施策一覧

取組指標

資料２



計画 基本目標 基本方針 基本施策 事業名 取り組み内容 担当課 事業に対する評価指標
評価指標の現状値
（R4年度実績）

評価指標の見込値
（R5年度見込）

評価指標の目標値
（R6年度末）

評価指標の目標値
（R7年度末）

評価指標の目標値
（R8年度末）

取組指標

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

①防災対策の推進 1
防災意識の普及および
減災の推進

障がいのある方が災害発生時に冷静に行動できるよう、広報、防災
ハンドブック・ハザードマップの活用や防災訓練などの機会を通じ
て、防災意識の普及や非常時の対応方法の習得を推進するととも
に、家具転倒防止器具の取付け促進等により減災にも努めていきま
す。

防災課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

①防災対策の推進 2
地域における共助の仕
組みの構築

自主防災組織やボランティア組織、市内にある福祉施設などとも連
携を図りながら、地域における共助の仕組みを構築し、障がいの特
性に応じた災害時の支援体制の充実に努めていきます。

防災課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

①防災対策の推進 3
二次避難所の運営体制
の検討

障がいのある方の避難方法を確保するとともに、引き続き、二次避
難所の設置・運営体制、医療機関や障害福祉サービス事業所との連
携体制のあり方について検討を進めます。

防災課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

①防災対策の推進 4
避難行動要支援者支援
制度の推進【再掲】

災害対策基本法および避難行動要支援者の情報の提供等に関する条
例にもとづき、制度に同意された方の名簿を作成し、地域の皆さん
の御理解のもと、地域で災害時の支援ができる「地域の安全は地域
で守る」体制づくりを行います。（地域福祉計画基本目標２-
（３）-①の再掲）

防災課
高齢者支援課
障がい者福祉課

（再掲）
・防災課報告障害種別
数

4種類 4種類 4種類 4種類 4種類

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

①防災対策の推進 5
避難行動要支援者支援
制度の推進【再掲】

関係部局や関係団体等と連携し、避難行動要支援者への支援対策を
検討するほか、個別避難計画の作成を推進します。また、自主防災
組織等の安否確認訓練や避難支援訓練を通じ、支援実施体制の確立
に努めます。（地域福祉計画基本目標２-（３）-①の再掲）

防災課
高齢者支援課
障がい者福祉課

（再掲）
・災害時個別支援計画
作成対象者数
・同意確認済み対象者
の個別避難計画の作成

7名
8支会地区対象者の一部

作成

6名
4~8支会地区対象者を

作成

6名
1,2,10支会地区対象者

を作成

7名
全対象者作成

7名
全対象者作成

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

①防災対策の推進 6
災害時協定締結による
安心なまちづくり【再
掲】

障害福祉施設等と災害時協定を締結し、災害時における障がいのあ
る人の安心なまちづくりを推進します。（地域福祉計画基本目標２
-（３）-①の再掲）

障がい者福祉課
（再掲）

災害協定の締結
4事業所 4事業所 4事業所 4事業所 4事業所

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

①防災対策の推進 7
防災訓練の実施【再
掲】

災害などの危険から高齢者等を守るため、防災訓練などを行いま
す。また、訓練を通じて、危機管理体制の充実を図ります。（地域
福祉計画基本目標２-（３）-①の再掲）

防災課
高齢者支援課

（再掲）
市が実施する訓練等

に、避難行動要支援者
の要素を取り入れて実

施

実施 実施 実施 実施 実施

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

②見守り・防犯対策の
推進

1 防犯対策の推進
関係機関や地域と連携を図りながら、防犯活動の支援や広報活動、
また、障がい者に対する悪徳商法による被害を防止するために、悪
徳商法の手口の紹介や防止方法などの啓発や情報提供を行います。

市⺠安全課

【3】障害
者計画

１．障がいに対する
理解促進・差別解消

(4)防災・防犯対策の
充実

②見守り・防犯対策の
推進

2
見守り・助け合いの
ネットワークづくり
【再掲】

⻘梅市社会福祉協議会や⺠生委員・児童委員等と連携し、地域での
日常的な見守りや助け合いのネットワークづくりを進めます。（地
域福祉計画基本目標１-（３）-①の再掲）

地域福祉課
高齢者支援課
障がい者福祉課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

①障がい者サポートセ
ンターの充実

1
相談支援および地域活
動支援センターとして
の役割の充実

障がい児を含めた障がい者やその家族等からの相談に応ずる相談支
援事業、障がい者への地域活動支援センター事業、創作活動、軽作
業活動の機会の提供を行い、社会との交流を促進します。

障がい者福祉課
地域活動支援センター

事業の実施
1か所 1か所 1か所 1か所 1か所

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

①障がい者サポートセ
ンターの充実

2
虐待防止窓口機能の強
化

障がい者虐待防止に対する相談や届出、通報の窓口として、虐待の
未然防止、早期発見、迅速な対応を図り、障がいのある人の権利侵
害を防止します。

障がい者福祉課 虐待防止窓口の設置 2か所 2か所 3か所 3か所 3か所

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

②相談支援体制の充実 1
基幹相談支援センター
の設置

基幹相談支援センターの設置により、相談支援体制を充実させ、誰
も取り残すことのない支援体制の整備を推進します。

障がい者福祉課
基幹相談支援センター

の設置
0か所 0か所 1か所 1か所 1か所

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

②相談支援体制の充実 2
包括的相談支援事業
【新規】【再掲】

相談者の属性に関わらず包括的に相談を受け入れ、相談者の課題を
整理し、利用可能な福祉サービスの情報提供等を行います。（地域
福祉計画基本目標３-（１）-①の再掲）

地域福祉課
高齢者支援課
障がい者福祉課
子育て応援課
こども家庭センター

（再掲）
複雑化・複合化した事
案を協議する支援会議

の実施回数

0 0 6回 9回 12回

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

②相談支援体制の充実 3
相談体制の充実【再
掲】

障がいのある人、家族、地域の住⺠からの相談に対し、公的機関、
専⾨機関や地域の⺠生委員・児童委員と連携し、相談支援体制の強
化・充実を図ります。（地域福祉計画基本目標３-（１）-②の再
掲）

障がい者福祉課
（再掲）

相談支援数
2947人 2990人 3050人 3100人 3150人



計画 基本目標 基本方針 基本施策 事業名 取り組み内容 担当課 事業に対する評価指標
評価指標の現状値
（R4年度実績）

評価指標の見込値
（R5年度見込）

評価指標の目標値
（R6年度末）

評価指標の目標値
（R7年度末）

評価指標の目標値
（R8年度末）

取組指標

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

③地域移行の推進 1
地域移行のためのサー
ビスの利用促進

地域移行支援、地域定着支援、自立生活援助等について、引き続き
丁寧な情報提供による周知、利用促進を図ります。

障がい者福祉課
地域移行支援、地域定
着支援、自立生活援助

の支給件数
7人 7人 7人 8人 8人

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

③地域移行の推進 2
精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム
の構築

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について、当事
者および保健・医療・福祉に携わる方を含む様々な関係者が、情報
共有や連携を行い、社会的包摂を推進します。

障がい者福祉課
精神保健福祉関係機関

情報交換会の開催
2回 2回 2回 2回 2回

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

④虐待防止対策の推進 1
障がい者の権利擁護の
啓発

権利擁護についての啓発活動を推進し、障がい者の権利行使の援
助、障がい者差別や虐待防止に関して、市内事業所等への周知に取
り組みます。

障がい者福祉課
商工会議所広報誌への

掲載依頼
2回 2回 2回 2回 2回

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

④虐待防止対策の推進 2
障がい者虐待の防止や
対応に向けた体制整備
【再掲】

障がい者や配偶者の虐待の防止、早期発見・早期対応のための体制
の整備強化に努めます。（地域福祉計画基本目標３-（４）-②の再
掲）

障がい者福祉課
（再掲）

虐待防止センターの設
置

2か所 2か所 2か所 2か所 2か所

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(1)情報提供・相談支
援の充実

④虐待防止対策の推進 3
被害に遭ったこどもの
支援【再掲】

児童虐待などの被害に遭ったこどもに対し、カウンセリングなどの
支援を行います。また保護者に対しては、家庭環境の改善に向けた
指導・支援を行うとともに、学校や児童相談所、医療機関などの関
係機関と、再発防止に向けた連携を充実させます。（地域福祉計画
基本目標３-（４）-②の再掲）

指導室
障がい者福祉課

（再掲）
虐待防止センターの設

置
2か所 2か所 2か所 2か所 2か所

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①自立支援給付の充実 1 訪問系サービスの充実
訪問系サービスについては、身体介護・家事援助・通院等介助など
の居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護など制度の適正を
維持し、啓発に努め、サービスの質的、量的な充実を図ります。

障がい者福祉課
訪問系サービスの支給

件数
223人 220人 220人 220人 220人

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①自立支援給付の充実 2
日中活動系サービスの
充実

日中活動系サービスについては、親亡き後を見据え、重度障がい者
が日中利用するための生活介護や、緊急時の一時保護のための短期
入所など、需要増が見込まれるサービスについて、支援体制の確保
を図ります。また、⻘梅市自立センターにおいて、引き続き障害福
祉サービスの充実に努めます。

障がい者福祉課
日中活動系サービスの

支給件数
934人 1000人 1020人 1050人 1050人

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①自立支援給付の充実 3 居住系サービスの充実

居住系サービスについては、障がいのある方の地域移行や介護者の
高齢化等により潜在的な需要があると見込まれていることから、特
に重度障がい者向けの共同生活援助（グループホーム）の充実を図
るとともに、グループホーム入居者が日中に活動する生活介護等の
施設についても充実を図り、親亡き後の支援体制の確保に努めま
す。

障がい者福祉課
居住系サービスの支給

件数
351人 375人 380人 385人 390人

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①自立支援給付の充実 4
障がい福祉に関する各
種制度や事業等の周
知・普及【再掲】

市⺠が障害福祉に関する各種制度や事業等に関心を持ち、制度や事
業等の内容の理解が進むよう、これらの周知・普及に努めます。
（地域福祉計画基本目標３-（３）-①の再掲）

障がい者福祉課
（再掲）

広報掲載回数
３回 ３回 ３回 ３回 ３回

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①自立支援給付の充実 5
障害基準該当サービス
事業者登録制度の普及
等【再掲】

障害福祉サービス事業所が介護保険サービスを提供可能とする、障
害基準該当サービス事業者登録制度について、制度の普及、事業者
登録に努めます。（地域福祉計画基本目標３-（３）-①の再掲）

障がい者福祉課
（再掲）

障害基準該当サービス
登録事業者数

0 0 1者 1者 2者

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①自立支援給付の充実 6
事業者への指導検査の
実施【再掲】

社会福祉法人の指導検査を継続するとともに、介護、障害および保
育の各事業者への指導検査を実施します。（地域福祉計画基本目標
３-（３）-②の再掲）

地域福祉課
障がい者福祉課
こども育成課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①自立支援給付の充実 7
福祉サービス第三者評
価の普及促進【再掲】

地域密着型サービスについては福祉サービス第三者評価の受審を指
導し、サービス向上を図るとともに、地域密着型サービス以外につ
いても受審を指導し、サービスの向上を図ります。（地域福祉計画
基本目標３-（３）-②の再掲）

介護保険課
障がい者福祉課
こども育成課

（再掲）
・受審した事業所数
・日中活動系サービス
推進事業における第三
者評価受審経費の補助
件数

５事業所
5件

３事業所
1件

７事業所
6件

７事業所
6件

７事業所
6件

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①自立支援給付の充実 8
サービス提供の充実
【再掲】

障害福祉サービスの充実のため、既存の事業者の育成および新規事
業者の誘致などにより、サービス提供事業者の安定確保に努めま
す。（地域福祉計画基本目標３-（３）-②の再掲）

障がい者福祉課
（再掲）

多様な保育サービスを
提供する施設の数

・障害児保育27/32園
・病児保育
 病児対応型1園
 病後児対応型１園
 体調不良児対応型
10/32園
・一時預かり9/32園

・障害児保育26/31園
・病児保育
 病児対応型１園
 病後児対応型１園
 体調不良児対応型
14/31園
・一時預かり10/31園

・障害児保育26/31園
・病児保育
 病児対応型１園
 病後児対応型１園
 体調不良児対応型
15/31園
・一時預かり10/31園

・障害児保育26/31園
・病児保育
 病児対応型１園
 病後児対応型１園
 体調不良児対応型
15/31園
・一時預かり11/31園

・障害児保育26/31園
・病児保育
 病児対応型１園
 病後児対応型1園
 体調不良児対応型
16/31園
一時預かり11/31園

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

②地域生活支援事業の
充実

1
地域生活支援事業の充
実と周知啓発

意思疎通支援事業、相談支援事業、日常生活用具給付等事業、移動
支援事業、サポートセンター事業、日中一時支援事業の実施を継続
するとともに、自動車運転教習費補助事業、奉仕員等養成事業など
の事業の周知、内容の充実を図ります。

障がい者福祉課



計画 基本目標 基本方針 基本施策 事業名 取り組み内容 担当課 事業に対する評価指標
評価指標の現状値
（R4年度実績）

評価指標の見込値
（R5年度見込）

評価指標の目標値
（R6年度末）

評価指標の目標値
（R7年度末）

評価指標の目標値
（R8年度末）

取組指標

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①一般サービスの充実 1 一般サービスの充実
引き続き、障がい者の需要を把握しながら、個々のサービスの実情
に沿った充実を図り、障がい者の生活支援に努めます。

障がい者福祉課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(2)障害福祉サービス
の充実

①一般サービスの充実 2
生活支援サービスの充
実【再掲】

相談支援や障害福祉サービス、保健福祉サービス、保健・医療、障
がい児保育・教育の充実を図ります。（地域福祉計画基本目標３-
（３）-②の再掲）

障がい者福祉課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(3)保健・医療の充実
①生活習慣病等の疾病
等の予防

1
疾病の予防および障が
いの重度化予防

障がいの原因となる生活習慣病をはじめとする疾病の予防、二次予
防、障がいの重度化を防ぐため、必要な医療の給付や、健康診断、
診療および検査を受けることを勧奨していきます。

健康課 健康相談の実施回数
11回（積雪で１回中

止）
12回 12回 12回 12回

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(3)保健・医療の充実
②障害に対する適切な
保健・医療サービスの
充実

1
障がいに応じた保健医
療対策の推進

障がい者等一人ひとりに応じた適切な医療・⻭科医療サービスが受
けられるよう、専⾨医療機関、関係機関等との障がい者の保健対策
の推進を図ります。

健康課
障がい者福祉課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(3)保健・医療の充実
②障害に対する適切な
保健・医療サービスの
充実

2
通院等のための移動手
段の充実

通院等のための移動手段の充実を図るため、福祉バス事業を継続実
施するとともに、その他の移動手段について検討します。

障がい者福祉課 福祉バス事業の実施 2台 2台 2台 2台 2台

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(4)経済的自立の支援 ①年金・手当等の支援 1 各種手当の支給
障がい者やその家族に対し、国や東京都などが実施する各種手当な
どの支給により、経済的な支援を行い、生活の安定を図ります。

障がい者福祉課
こども育成課
保険年金課
生活福祉課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(4)経済的自立の支援 ①年金・手当等の支援 2 障害年金等の周知
市⺠全般に対し、障害が生じたときの支援として障害基礎年金等の
受給など必要な情報の提供を行います。

保険年金課
生活福祉課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(4)経済的自立の支援 ②権利の擁護 1
権利擁護の推進【再
掲】

誰もが人権を尊重し合い、尊厳をもって安心して暮らせるよう、⻘
梅市社会福祉協議会と連携し、権利擁護事業の推進を図ります。ま
た、身寄りがない、経済的負担ができない市⺠に対しては、市が審
判申立てや後見人報酬の費用助成を行います。（地域福祉計画基本
目標３-（４）-①の再掲）

地域福祉課
高齢者支援課
障がい者福祉課

（再掲）
・報酬助成件数
・成年後見支援事業

2件
2件

3件
3件

3件
5件

4件
5件

5件
5件

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(4)経済的自立の支援 ②権利の擁護 2
成年後見制度の利用促
進【再掲】

⻘梅市社会福祉協議会と連携し、成年後見制度の周知と活用の促進
を図り、判断能力の不十分な高齢者等が、財産管理や身上監護につ
いての契約などの法律行為をする際に、保護・支援を行います。
（地域福祉計画基本目標３-（４）-①の再掲）

地域福祉課
高齢者支援課
障がい者福祉課
生活福祉課

（再掲）
・周知チラシ等の配付
部数
・成年後見制度利用促
進講演会回数
・成年後見支援事業

配布数 2500部

講演会 1回

2件

配布数 2500部

講演会 1回

3件

配布数 2500部

講演会 1回

5件

配布数 2500部

講演会 1回

5件

配布数 2500部

講演会 1回

5件

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(5)住居の確保 ①居住支援 1
障がい者世帯向け公営
住宅の利用促進

身近な地域で、生きがいを持って、自立した生活を送るために基盤
となる住まいの場の確保の手段として、障がい者世帯向けの公営住
宅の利用を促進していきます。

住宅課
市営住宅内の障がい者

向け住⼾の数
１住宅４⼾ １住宅４⼾ １住宅４⼾ ２住宅５⼾ ２住宅６⼾

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(5)住居の確保 ①居住支援 2
地域移行支援のサービ
スの実施

障がいのある方が充実した地域生活を送ることができるよう、地域
移行支援を行います。

障がい者福祉課
地域移行支援の支給件

数
7人 7人 7人 7人 7人

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(5)住居の確保
②グループホームの充
実

1
グループホームの支援
体制の充実

「親亡き後」の生活に不安を感じる意見が多くあげられていること
から、障がいのある方の地域における居住の場として、重度障がい
者にも対応できるグループホームの確保を図り、支援体制の充実を
図っていきます。

障がい者福祉課
グループホームのユ

ニット数
69ユニット 65ユニット 66ユニット 67ユニット 68ユニット

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(5)住居の確保
②グループホームの充
実

2
⺠間事業者への情報提
供

グループホームの開設を計画する事業者に対しては、⻘梅市におけ
る福祉施設等の配置のあり方に関する基本方針にもとづき、情報提
供等を行っていきます。

障がい者福祉課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(5)住居の確保 ③居住環境の整備 1
入所施設等の居住環境
の改善の検討

入所施設、グループホームには老朽化の著しい施設もあることか
ら、入所者の居住環境の改善に配慮し、支援の在り方について研究
していきます。

障がい者福祉課

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(5)住居の確保 ③居住環境の整備 2
住宅設備改善事業等の
利用促進

在宅の障がい者に対して、住宅設備改善事業等を活用しながら居住
環境の整備に努めます。

障がい者福祉課
住宅設備改善事業の給

付件数
5件 5件 5件 5件 5件

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(6)支援ネットワーク
の整備

①地域自立支援協議会
の機能の充実

1
自立支援協議会の機能
の充実

自立支援協議会のネットワークを強化、活用し、様々な障害支援機
関が、一人ひとりの各ライフステージにおける課題等を共有するこ
とにより、総合的な支援を進めていきます。

障がい者福祉課 自立支援協議会の開催 4回 4回 4回 4回 4回

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(6)支援ネットワーク
の整備

②分野横断的な連携体
制の構築

1
障がい者の地域生活支
援拠点の整備【再掲】

障がいのある人の重症化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域で
障がい児者やその家族が安心して生活するための、地域生活支援拠
点等の整備を検討します。また、総合相談、専⾨相談・権利擁護・
地域移行等、相談支援の中核的役割を担う機関として、基幹相談支
援センターを整備します。（地域福祉計画基本目標３-（２）-①の
再掲）

障がい者福祉課
（再掲）

地域生活支援拠点の設
置

0か所 0か所 0か所 1か所 1か所



計画 基本目標 基本方針 基本施策 事業名 取り組み内容 担当課 事業に対する評価指標
評価指標の現状値
（R4年度実績）

評価指標の見込値
（R5年度見込）

評価指標の目標値
（R6年度末）

評価指標の目標値
（R7年度末）

評価指標の目標値
（R8年度末）

取組指標

【3】障害
者計画

２．生活支援・サー
ビス・相談支援体制
の充実

(6)支援ネットワーク
の整備

②分野横断的な連携体
制の構築

2
児童発達支援センター
の整備【再掲】

障がい児に対する地域支援体制を構築するため、支援の中核となる
児童発達支援センターを整備します。（地域福祉計画基本目標３-
（２）-①の再掲）

障がい者福祉課
（再掲）

児童発達支援センター
の設置

0か所 0か所 1か所 1か所 1か所

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(1)障がい児支援の体
制の確保

①障がい児保育 1
保育所等における障が
い児の受入れ

保育所や学童クラブ等の一般的な子育て支援施策における障がい児
の受入れに努めます。

こども育成課
子育て応援課

・障がい児の受け入れ
を行っている施設の数
・障がい児の受入れを
行なっている学童クラ

ブ数

障害児保育27/32園
40/40クラブ

障害児保育26/31園
40/40クラブ

障害児保育26/31園
40/40クラブ

障害児保育26/31園
40/40クラブ

障害児保育26/31園
40/40クラブ

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(1)障がい児支援の体
制の確保

①障がい児保育 2
児童発達支援センター
の設置

児童発達支援センターを設置するとともに、保育所等訪問支援の充
実など、障がい児一人ひとりの障害特性に合わせた支援を推進しま
す。

障がい者福祉課
児童発達支援センター

の設置
0か所 0か所 1か所 1か所 1か所

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(1)障がい児支援の体
制の確保

②相談支援体制の充実 1 就学相談等の充実
就学相談をはじめとした相談の充実を図るとともに、その家族に対
する支援にも努めます。

学務課
障がい者福祉課

児童発達支援センター
の設置

0か所 0か所 1か所 1か所 1か所

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(1)障がい児支援の体
制の確保

②相談支援体制の充実 2
ライフステージに対応
した支援

ライフステージに対応したサービス・支援の提供が行えるように努
めていきます。

障がい者福祉課
こども育成課
子育て応援課
こども家庭センター

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(1)障がい児支援の体
制の確保

③特別支援教育の充実 1
障がいに応じた教育の
充実

障がいの種類や程度に応じた教育を行うとともに、個々のニーズに
応じた支援、施設整備に努めます。

学務課
指導室

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(1)障がい児支援の体
制の確保

④特別支援学校等との
連携の推進

1
特別支援学校等との連
携の推進

特別支援教育パートナーシップ、相互派遣研修の実施などについて
推進し、特別支援学校や特別支援学級等の教育関係者と日常的に連
携を図ることで、障がいがあっても、安心して必要な教育的支援が
受けられるよう、環境の整備、推進に努めます。

学務課
指導室

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(2)切れ目のない支援
体制の整備

①療育ネットワークの
構築

1
切れ目のない療育ネッ
トワークの構築

障がい者福祉課、子育て世代包括支援センター、地域福祉コーディ
ネーター、幼稚園、保育所、児童相談所、保健所、学校、⺠生児童
委員等の関係機関が連携し、切れ目のない療育ネットワークの構築
を図ります。

障がい者福祉課
こども育成課
地域福祉課
学務課
こども家庭センター

児童発達支援センター
の設置

0か所 0か所 1か所 1か所 1か所

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(2)切れ目のない支援
体制の整備

①療育ネットワークの
構築

2
基幹相談支援センター
の設置による切れ目の
ない支援体制の整備

障害の発見から就学までの療育、学齢期、卒業後の生活、重度化、
高齢化など各ライフステージにおいて、障がいのある方それぞれに
応じた切れ目ない支援を行う際の枠組みの中心として基幹相談支援
センターを設置し、誰も取り残すことのない支援体制の整備を推進
します。

障がい者福祉課
基幹相談支援センター

の設置
0か所 0か所 1か所 1か所 1か所

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(2)切れ目のない支援
体制の整備

②家族、保護者への支
援の強化

1 家族支援の促進

障がいのあるこどもを持つ保護者に向けた障害理解の推進やメンタ
ルケアなどの家族支援を行います。保護者からの相談は適切な専⾨
機関等へつなぐとともに、関係機関が理解を深めるための研修等を
行います。

障がい者福祉課
子育て応援課
高齢者支援課

ピアカウンセリングの
実施

1件 4件 4件 4件 4件

【3】障害
者計画

３．障害特性に応じ
た療育・教育

(2)切れ目のない支援
体制の整備

②家族、保護者への支
援の強化

2
家族のレスパイト等の
ための支援体制の強化

在宅生活における家族や保護者のレスパイトや緊急時対応につい
て、重度障がい者の対応可能な事業所の確保に向けて⺠間法人の誘
致等を検討するとともに、地域生活支援拠点の整備を進めます。

障がい者福祉課
地域生活支援拠点の設

置
0か所 0か所 0か所 1か所 1か所

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(1)学習・文化・ス
ポーツ活動の振興

①文化活動等の支援 1 文化・芸術活動の支援
障がいのある方の文化・芸術活動への参加機会を広げるとともに、
活動成果の発表の場づくりを支援します。

社会教育課
文化課
障がい者福祉課

・後援、共催事業数
・障がい者作品展示会
の開催

１回
１回

１回
１回

１回
１回

１回
１回

１回
１回

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(1)学習・文化・ス
ポーツ活動の振興

②障がい者スポーツの
振興

1 スポーツの機会の拡充

障がいのある方とない方との交流の場としてスポーツに親しむこと
ができる機会や、オンラインを活用してスポーツを楽しむことがで
きる場などを作り、障がいのある方の生活・活動の幅を広げていき
ます。

スポーツ推進課

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(1)学習・文化・ス
ポーツ活動の振興

②障がい者スポーツの
振興

2
⺠間団体等との連携に
よる活動の機会の拡充

⺠間団体等とも連携し、レクリエーション活動への参加機会を拡⼤
することによって、障がいのある方の生活・活動の幅を広げるとと
もに、障がい者スポーツに関するイベントの周知に取り組みます。

スポーツ推進課

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(1)学習・文化・ス
ポーツ活動の振興

②障がい者スポーツの
振興

3
障がい者スポーツの周
知啓発

東京都障害者スポーツ⼤会などの周知・啓発に努めるとともに、東
京2020オリンピック・パラリンピック競技⼤会のレガシーのひとつ
として、多くの市⺠や企業等に、より広く障がい者スポーツに対す
る理解を深めるための啓発等に努めます。

スポーツ推進課



計画 基本目標 基本方針 基本施策 事業名 取り組み内容 担当課 事業に対する評価指標
評価指標の現状値
（R4年度実績）

評価指標の見込値
（R5年度見込）

評価指標の目標値
（R6年度末）

評価指標の目標値
（R7年度末）

評価指標の目標値
（R8年度末）

取組指標

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(2)交流機会の拡⼤
①イベント事業等の充
実

1
イベント等の充実によ
る交流機会づくり

スポーツDAY⻘梅等のイベントを通じてスポーツ交流等を促し、障
がいのある人とない人が理解しあい、ともに暮らす地域社会の形成
を図るために各種イベントの推進、ふれあい事業等の一層の充実を
図ります。

スポーツ推進課
障がい者福祉課

障がい者と家族のス
ポーツ⼤会の実施

中止（コロナ対策） 年1回 年1回 年1回 年1回

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(2)交流機会の拡⼤
②地域における交流機
会の創出

1
関係機関との連携によ
る地域交流機会の創出
の支援

地域の方との連携を深め、障がいのある方が地域へ出る機会を増や
すことを目的に、障がい者サポートセンターや市⺠センター、自治
会、各種地域団体と連携し、障がい者作品展示会などの行事をはじ
めとする地域交流機会の充実を図り、地域における住⺠相互の交流
機会の創出を支援します。

障がい者福祉課
市⺠活動推進課

障がい者サポートセン
ター交流祭の開催

0 1回 1回 1回 1回

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(2)交流機会の拡⼤
②地域における交流機
会の創出

2
地域づくり事業【再
掲】

介護、障害、子育て、生活困窮分野ごとに行われている地域づくり
に向けた支援の取組を一体的に実施することで、属性に関わらず、
地域住⺠を広く対象とし、多様な地域活動が生まれやすい環境整備
を行うことができるように取組みます。（地域福祉計画基本目標１
-（２）-①の再掲）

地域福祉課
高齢者支援課
障がい者福祉課
子育て応援課

（再掲）
・地域づくり支援の拠
点の設置箇所数
・障がい者サポートセ
ンター交流祭の開催

0
0

0
1回

5か所
1回

10か所
1回

15か所
1回

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(3)就労の促進
①障害者就労支援セン
ターの充実

1
就労支援センターの支
援力強化

多様なニーズへの対応や就労継続の支援等を図るため、障害者就労
支援センターの支援力を高めるとともに、日常生活支援、職業生活
支援、社会生活支援等を行います。

障がい者福祉課
障害者就労支援セン

ターの人員拡充
4人 5人 5人 5人 5人

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(3)就労の促進
①障害者就労支援セン
ターの充実

2
一般企業への就労の支
援

障がい者が、安心して一般企業への就労を実現し、継続していける
よう支援を行います。

障がい者福祉課
障害者就労支援セン

ターの人員拡充
4人 5人 5人 5人 5人

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(3)就労の促進
①障害者就労支援セン
ターの充実

3
就労面と生活面双方の
支援の提供

就労面の支援としては、職業相談、職場定着支援、ジョブコーチの
派遣等を行い、生活面の支援としては、日常生活支援、職業生活支
援、社会生活支援等を行います。

障がい者福祉課
障害者就労支援セン

ター相談件数
6,149件 6,608件 6,660件 6,710件 6,760件

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(3)就労の促進
①障害者就労支援セン
ターの充実

4
関係機関との連携およ
び情報提供の充実

就労に関する情報収集および提供、関連機関・協力機関とのネット
ワーク形成等を行います。

障がい者福祉課 会議・連絡会の開催 1回 1回 1回 1回 1回

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(3)就労の促進
②公共職業安定所（ハ
ローワーク）等との連
携

1
関係機関との連携によ
る障がい者就労の促進

障がい者の就労機会の確保については、引き続き、公共職業安定所
（ハローワーク）や企業、特別支援学校等との連携を図りながら、
障がい者の就労を促進します。

障がい者福祉課 福祉施設連絡会の開催 3回 3回 3回 3回 3回

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(3)就労の促進
②公共職業安定所（ハ
ローワーク）等との連
携

2 離職後の支援の推進
離職の確認の際には、就労移行支援事業や公共職業安定所（ハロー
ワーク）等への照会を行い、離職後のフォローや再就職に向けた支
援を行うよう努めます。

障がい者福祉課
障害者就労支援セン

ター相談件数
6,149件 6,608件 6,660件 6,710件 6,760件

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(3)就労の促進
③企業や福祉施設との
ネットワークの構築

1
企業や障害福祉サービ
ス事業者との連携によ
る支援体制の充実

障がいのある方が働くことを通して生きがいのある生活を送ること
ができるように、一般企業への就労の促進を図るとともに、就労支
援を行う障害福祉サービス事業所との連携を進め、就労支援体制の
充実を図ります。

障がい者福祉課 一般就労件数 47件 48件 55件 60件 65件

【3】障害
者計画

４．就労支援・居場
所づくりの推進

(3)就労の促進
③企業や福祉施設との
ネットワークの構築

2
障がい者の就労後の支
援体制の整備【再掲】

障がいのある人の就労後の職業定着支援や障がい者の就労拡⼤のた
めの企業開拓に向けて、障害者就労支援センターを中心として特別
支援学校や関係機関等の連携を更に図り、継続した支援体制を整備
します。（地域福祉計画基本目標１-（２）-③の再掲）

障がい者福祉課
（再掲）

障害者就労支援セン
ター相談件数

6,149件 6,608件 6,660件 6,710件 6,760件
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 青梅市障害者計画等検討委員会開催予定 

 
 日   時 会   場 検討内容（予定） 

第１回 

 

令和５年９月２８日（木） 

午前９時３０分～午前１１時 
青梅市役所２階 ２０３会議室 

委嘱状交付 

委員長・副委員長の選出 

会議傍聴等取扱要領(案)について 

今後のスケジュールについて 

障害者計画の位置づけについて 

基礎調査（アンケート）結果について 

障害者計画の体系（案）について 

第２回 
令和５年１０月３０日（月） 

 午前１０時～午前１１時３０分 

青梅市役所議会棟３階 

 第２委員会室 

第５期障害者計画の事業評価について 

障害者計画の骨子（案）について 

サービス事業量について 

第３回 
令和５年１１月２９日（水） 

 午後２時～午後３時３０分 
青梅市役所２階 ２０６会議室 

障害者計画の素案について 

障害福祉計画の素案について 

障害児福祉計画の素案について 

第４回 
令和６年１月２３日（火） 

 午前１０時～午前１１時３０分 

青梅市役所 議会棟３階 

 第２委員会室 

パブリックコメントの実施結果について 

障害者計画（案）について 

障害福祉計画（案）について 

障害児福祉計画（案）について 

第５回 
令和６年２月７日（水） 

 午後２時～午後３時３０分 
青梅市役所２階 ２０６会議室 

障害者計画（案）について 

障害福祉計画（案）について 

障害児福祉計画（案）について 
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